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《前注》 
 
 本稿は、2013 年 3 月に東京大学大学院法学政治学研究科に提出され、同年 9 月に学位を
授与された、同題の学位請求論文の要約である。 
章節の区分は論文のそれと概ね一致しているが、要約という体裁の性質上一部結合・省
略した箇所が在る。又、本稿は、論文の論証の骨子に相当する部分のみを内容とする。脚
注・参照注は概ね省略しているが、基本的な文献に就てのみ、現在普及している版・論文
集の頁数を示している。文献一覧は、提出された論文の末尾に付されたものと同じものを
末尾に掲載している。 
尚、同論文の全編は、本年秋以降に、『国家学会雑誌』誌上にて順次公表の予定である。
論文の全文は、2018 年 9 月を目途に公開の予定である。 
 
 以下に、本稿の簡易な目次を示す。 
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 序章 
第一節 
 本稿の課題は、カール・シュミットがヴァイマール共和国期（以下、WRV 期；併せて、
ヴァイマール憲法は以下 WRV と表記する）に於て展開した映画検閲論を彼自身、及び他の
主体による言説との連関の中で分析し、その映画検閲支持の態度の背後に存する理路を探
求する事にあり、終局的には表現の自由の解釈論に一定の寄与を為す事を目標とする。 
 所謂「表現の自由」の保障を一内容とする憲法第 21 条第 1 項は、自身の内に権利の制約
に関する制約の可能性を明示しておらず、その制約の許否は「公共の福祉」という一般原
理の解釈、又は個々の問題の性質に応じて、判断をせざるを得ない。 
 表現の自由の制約と解される法令は多岐にわたり、更に自主規制等のインフォーマルな、
及び私的主体による制約も無視し得ない。学説上これら制約の許否に関する態度は問題・
論者毎に多様であるが、少なくとも表現の自由が一定の範囲で制約に服さざるを得ない点
は広範に承認されている。判例もこの限りでは同様である。 
 表現の自由に就ては「原理論」と呼ばれる議論が蓄積されており、該権利が何故（厚く）
保障されねばならないか、という設問が長らく探求されている。その着眼・結論は様々で
あるが、その手厚い保障を目指す方向性は概ね一致している。その解釈論に対する貢献は
多大であるが、併し該自由が如何なる場面で、如何なる限度に於て制約に服さざるを得な
いか、という問には十分対応し得ていないかに見える。 
 仮に表現の自由にとって「公共の福祉」に基づく制約が不可避だとすれば、その限界線
は奈辺に存するのか、それに就て如何に考えるべきか、これが本稿の根本的な問題である。
本稿は、映画検閲という歴史上の一制約形式に関する一人の法学者の手掛かりとして、該
問題に接近を試みる者である。 
 
第二節 
 本稿の直接の主題は、WRV 期の映画検閲に就きカール・シュミットという特定の法学者
の言説を介して接近する事である。素材の選択に就き、少なくとも、検閲という措置を扱
う理由、映画という表現媒体を扱う理由、カール・シュミットの言説を扱う理由、の三点
に就き説明を行う事が、本論との関係で必要と考えられる。 
1） 検閲という制約方式に就ては日本国憲法第 21 条第 2 項が明文で禁止しており、且つ
現在の主要な立憲国家が等しく廃止している事から、既に廃れた制約方式を論じる意味が
在るのか、が問われ得る。 
本稿の対象となる WRV は明文で、検閲を原則として禁止しながら、映画に就ては例外的
に法律により検閲を導入する事を承認しており（第 118 条第 2 項第 1 文）、法令上の与件は
大きく異なる。併し、同憲法もプレス、演劇といった従来検閲の行われた領域に就きその
禁止を明言して居り、基本的な理念に於て格別の径庭は無い。 
 本稿の関心を惹くのは、検閲が峻厳な制約方法であり憲法上禁止されるべき事が認知さ
れていながら、映画が例外とされた理由は如何なるものか、という点である。本事態を単
なる表現の自由に関する認識の「遅れ」に還元する事なく、背後にある思考枠組を可能な
限り析出する事が、本稿の関心である。 
2） 映画という媒体も、そのアクチュアリティという点では疑問を招来し得る所であり、
又プレスやいまだ流動的な媒体たる放送やインターネットの如く、固有の法領域を形成し
ておらず、表現の自由一般にとっての「参照領域」ともなっていない。 
 それにも拘らず映画を対象とする理由は、WRV の与件に加えて、映画が放送と並ぶ当時
最新の、然も質的に異なる表現媒体であった事、従って新規の表現媒体に対する法的対応
に関する事例研究を行う事に適している事、更に情勢が流動的な放送等に比して、規制を
めぐる議論が一応完結している事、に求められる。 
3） 最後に、シュミットという主体を取上げた理由は、同時代の法学者の中で相対的に詳
細な論述を各所で行った点に求められる。他の主体が映画検閲を所与の制度として解説を
行うか、窮めて簡便な言及に留めていたのに対し、シュミットの叙述は、彼の公法学の基
本概念をも援用した詳細な者である。映画検閲を例外的に承認する理路を析出する上で適
任と考える所以である。 
 WRV 期のシュミットの言説は、議会主義・自由主義への批判やライヒ大統領の権力に関
する解釈論を理由として、否定的な評価や警戒感が根強い。併し、同時期の公法学の領域
での著作があくまで WRV を与件として議論を行い、且つ特に 1930 年代には WRV 擁護の
態度を鮮明にする事に鑑みて、この点は本稿にとって重大な問題とはならない。 
 
第三節 本稿の構成 
 本稿は次の如き構成を採る。先ず第一章では従事すべき課題を明確化する為、分析の対
象となるテクストを選定し、且つそのテクスト自体の有する内容と特殊性を抽出し、検討
すべき問題を特定する。 
第二章では、第一章で特定された課題を踏まえて、シュミット以外の主体による映画検
閲に関する言説を概観する。具体的には、第二帝政期から WRV 期までのライヒ議会の審議、
及び同時代の学説である。 
 第三章及び第四章では、シュミットのテクストに就き分析を行う。前者では 1928 年公刊
の『憲法論』、後者では 1933 年公表の二論文に於ける映画検閲論の背後にある理路を、主
にシュミット自身の他の著作を手掛かりとして分析する。特にシュミットに於て映画検閲
が何故容認・支持されざるを得なかったのか、が主な関心となる。 
 第五章では、以上で得られた知見を基に、シュミットの映画検閲論に関する検討を総括
し、その法理論・国家理論、更には同時代の言説に於ける位置を測定する。 
 終章では、斯様な本稿の検討から日本の現行法の解釈に対して得られる示唆を抽出し、
且つそれを現行法に可能な限り引き寄せて具体化する作業が行われる。 
 尚、先行業績との関係に就ては、本稿は既存の二次文献で描かれる標準的なシュミット
像に対して包括的な異論を唱える者ではなく、寧ろそれらの読みをも参照しつつ、なお十
分には解明されていない一の個別問題の検討を通して、微細ではあるが学術的貢献を果た
そうとする者である。 
 
 
第一章 設問の確定 
 本章の課題は次章以降で検討すべき設問を明確に特定する事に在る。具体的には、検討
の基軸となるべきシュミットの叙述、及び法的与件である WRV 及び 1920 年 5 月 12 日の
映画法のテクストを確認する事が此処での課題となる。 
 
第一節 法令上の与件：ＷＲＶ第 118 条及び 1920 年映画法 
第一款 WRV 第 118 条 
 WRV 第 118 条の法文は下記の通りである： 
「全てのドイツ人は、一般的法律の制約の範囲内で、その意見を、言語、文書、図像又は
他の方法によって、自由に表明する権利を有する。この権利に関して如何なる労働又は雇
用関係もそれを阻止してはならず、この権利を行使した場合に、何人もその者を不利に扱
ってはならない。 
検閲は行わない、併し映画に対しては法律によって異なる規定を置くことができる。低
俗文書の撲滅のために、及び公の場における上演や興行における青少年の保護のためにも
また、法律上の措置が許容される。」 
 同条は所謂「意見表明の自由」に関する規定である。此処で重要となるのは第 1 条第 1
文及び第 2 条第 1 文である。前者との関係では映画による表現が「意見」の範疇に含まれ
るか問題となり、後者との関係では映画に就き検閲禁止の例外を承認している為である。
後者に就ては、プレス検閲及び第二帝政期に許容されていた演劇検閲の廃止に就ては、同
条の制定過程に於ても異論の余地は無かったが、これに対して映画は明示的に例外とされ
ている。 
 
第二款 1920 年 5 月 12 日の映画法 
 1920 年 5 月 12 日の映画法は、1934 年 2 月 16 日の映画法の制定により根柢的に変更
されるまで、映画検閲の直接の根拠として機能し続けた。 
 同法§1 は次の如く規定する： 
「映画フィルムは、それが公の審査局によって許可された場合に、上映し、または公の上
映の目的で国内または海外で流通させることが許される。映画フィルムの公の上映は、ク
ラブ、協会または他の閉鎖的な集団における上映と同視される。専ら学問的または芸術的
な目的の映画フィルムの、公に承認された教育施設での上映は、許可を要しない。 
映画フィルムの許可は、申請に基づいて行われる。映画フィルムの上映が、公の秩序ま
たは治安に危険をもたらし、宗教的感情を侵害し、または野蛮化しまたは倫理感を減退さ
せる効果を有し、ドイツの声望またはドイツの外国との関係に危険をもたらす性格を有す
ると審査で結論付けられた場合には、それは拒否される。許可は、政治的、社会的、宗教
的、倫理的または世界観の傾向それ自体を理由として拒否されてはならない。許可は、映
画フィルムの内容以外の理由によって拒否されてはならない。 
許可が拒否された理由が表現されている事象の一部分にのみに関わる映画フィルムは、
当該部分が上映に供されるポジフィルムから削除され、かつ審査局に公布され、また当該
部分が頒布されないことについて審査局が確証を得た場合には、許可されるものとする。」 
 第 1 文の文面に拠れば、同条は、映画の公開前に公権力による許可を得ることを一般的
に義務付ける、「許可留保付の禁止」という古典的・形式的な意味での検閲を規定している。 
 同法の運用・規定に就ては施行後も盛んに異論が提起されたが、実際に改正が為された
のは三回（うち一回は大統領命令による）である。即ち、1）1922 年 12 月 7 日の法律に
よる許可の撤回手続に関する改正、 2）1931 年 10 月 6 日の法律による、拒否の例外事由
（通常の公開は不許可でも、特定の人的集団に対する上映を裁量によって許可し得る）の
追加、及び 3）1931 年 10 月 6 日の大統領命令による、拒否事由（国家の存亡に関わる利
益）の追加、許可処分に対する異議申立権の国務大臣への拡大、だけである。 
 
 以上の如き法制を基盤とする映画検閲に就ては、次章で概観する通り、その細目はとも
かくとして制度じたいを否定する見解は一貫してごく少数である。本稿の課題はこの態度
の当否を論ずる事ではなく、その背後に存する正当化の論拠を析出・分析する事に在る。 
 
第二節 テクスト及び設問の確定 
 シュミットの WRV 期の著作には、度々、映画検閲又は映画部門に関する言及が登場する。
本稿は、その中で特に凝縮されていると思料されるテクストを選定して分析の基軸とし、
余の著作は補助的な位置に置く方針を採る。具体的には、1）1928 年公表の『憲法論』、2）
1933 年公表の「ドイツに於ける全体国家の発展」、3）同年公表の「現代国家の権力状況」、
の三者が分析の基軸を成す。 
以上三者のうち、本稿は更に前一者と後二者とを区別して分析を行う（便宜上前者を「テ
クスト A」、後者を「テクスト B」と呼ぶ）。斯様な区別を行う理由は、一つには、テクスト
A は所謂「相対的安定期」に執筆・公表されたのに対して、テクスト B が WRV 末期、然
もヒトラーの首相就任の前後に公表された、という時期の相違に求められるが、もう一つ
には、テクストのニュアンスや理論的前提そのものが異なっている為でもある。 
 基軸となる三つのテクストそれ自体の内容、及びそれらが有する特異性を明らかにし、
次章以降の検討の基礎とする事が、此処での課題である。 
 
第一款 テクストＡ：『憲法論』 
 1928 年公刊の『憲法論』（以下、VL）は、その第 14 章「基本権」に於て映画検閲に関す
る論述を含む。市民的法治国の基本原理たる「配分原理」と「組織原理」を踏まえて展開
される基本権論に於て、上記第 118 条の規定の性質をめぐる箇所で、該論述が登場する
（VL,S.167-168）。 
 該箇所に於てシュミットは、同条の規定が不明確であるにも拘らず「真正の基本権」で
ある事を承認する。尤も、同条第 1 文の映画検閲に関する規定は、伝達技術が発達し、諸
個人の結合が強化されると共に、「個人の無限定の自由」という基本権本来の理念が「擬制」
となる事態を示している。一見、映画検閲の承認により意見表明の自由という基本権じた
いが放棄された印象を与えるが、実際はそうではなく、映画は意見表明の手段ではない。
そもそも該自由は思想と言語による表明を要素とする「自由な討論の原理」に立脚してお
り、これに対して映画は単なる図像・演技に過ぎない。映画は「真正の討論の手段ではな
い」。従って映画検閲が理念的に正当化されるのであり、自由主義的な討論への要求じたい
の後退をも意味している。更に、映画は強力な大衆感化の方法でもあり、この「政治的な
問題」に対して国家は「政治から引き離し、中立化する」事を要請される。 
 以上の論述は大きく二つの部分に分かれる。一方では基本権（及び自由主義）と映画検
閲との関係が、他方では映画の惹起する「政治的な」問題が、論じられている。 
 斯様な論述は、VL の他の部分、及びシュミットの他の著作との関係で分析する必要が存
する。というのも、映画検閲の正当化に於て、意見表明の自由のみならずその背後に存す
る「自由主義」「討論」といった理念が援用され、条文解釈に留まらない広範な視野から検
討されている為である。「政治的な問題」と「大衆感化」の問題も同様である。こうした諸
概念との連関を、VL の時点までの言説、特に「自由主義」「市民的法治国」論を手掛かり
としつつ分析する事が、第一の課題となる。 
 
第二款 テクストＢ：「ドイツに於ける全体国家の発展」「現代国家の権力状況」 
 1933 年に公表された論文「ドイツに於ける全体国家の発展」及び「現代国家の権力状況」
も又、映画検閲に関してまとまった論述を有している。（以下、二論文の引用元である
Verfassungsrechtliche Aufsätze は VA と表記する。） 
 前者に拠れば、全ての「政治的勢力」は技術の結果として登場した「新たな武器」を手
中に収めねばならず、さもなければ他の勢力や組織が代わって「政治的権力即ち国家」と
なる。技術の発展は意見表明の領域に於ても、放送・映画という強力な「大衆感化」の手
段が登場している。プレスの自由は、確かに大統領の緊急命令による大幅な制約に服して
おり、現実には「政党の煽動」や「宣伝による大衆への働きかけ」の手段と化して居ると
しても、プレス検閲を導入する動きは存しない。併しこれに対して、放送・映画という「公
的な、より正確には集団的な異見形成の手段」に就ては、如何に自由主義的な国家といえ
ども手中に収めねばならない。（VA,S.360-361） 
 又後者に拠れば、現代の国家にとっては「武器及び交通技術上の発達」のみならず「公
論及び国民の一般的意思を形成する方法」も重要であり、基本権や検閲の禁止を真摯に宣
言していようとも、放送・映画に対する広範な統制を放棄し得ない。国家は伝来の自由主
義的な自由のみならず、「自身の政治的実存」も放棄し得ない。WRV の定める検閲の禁止
は映画検閲を例外とする点が特徴的であり、この種の現代の技術的発展の所産は、自由主
義的な国家権力の制約の例外とされ、独占や検閲を要請する。印刷物等の従来の伝達手段
に比して、強力な大衆心理的な作用を有する為である。（VA,S.368-369） 
 以上二つの論述は、WRV 末期に執筆・公表された者であり、映画検閲の問題も当時の状
況や技術的発展という広範な文脈に位置づけられ、それが国家の存立に及ぼす影響を重視
し、独占・検閲の必要性を説く点で共通する。映画は放送と並んで公論（「集合的意見」）
の形成の手段とされ、「大衆感化」という（「討論」とはニュアンスの異なる）性質付けが
前景化している。従って、これらの言説に就き解明を要するのは、映画を含む「技術」（に
由来する「大衆感化」）が国家にとって有する問題、及びそれが置かれた当時のシュミット
の国家論全般であり、これらの検討を通して、1933 年の時点でシュミットが映画検閲を要
請せざるを得なかった背景を分析する事が、第二の課題となる。 
 
第三款 設問及び検討の指針 
 以上を要するに、次章以下で探求すべき本稿の設問は、前二款に掲げたシュミットのテ
クスト及びそこからひとまず生ずる個別の問題を、彼の公法学の言説の枠内で検討し、以
て夫々の映画検閲論を支える理路、及び差異を分析する事である。 
 その際、以上の著作を含むシュミットの著作が主たる手掛かりとなるが、このほか同時
代の言説空間でそれが占めていた位置を明らかにする為、他の主体による言説も参照する
事となる。又、第一款及び前款に掲げたテクストの分析に於ては夫々の公表時点までに公
表されたテクストのみを原則として利用する。この区別を行う理由は、特に 1930 年代の状
況に対応してシュミットの公法学の枠組・概念じたいに変性が生ずる為であり、且つその
変性が映画検閲論にも影響を与えている、と考える為である。一方、他の主体の言説を参
照する理由は、シュミットの理路・問題関心が当時の言説空間に於て何処まで標準的であ
り、何処から特殊であったのか、を明らかにする点に存する。 
 
 
第二章 検討の前提：映画検閲をめぐる議論の概況 
章序 
 本章では、前章の課題設定に基づき次章以降でシュミットのテクストを分析する為の前
提として、WRV 期のシュミット以外の主体による映画検閲論を概観する。具体的には、映
画法制をめぐる実務及び学説が対象となる。 
 予め略述すると、WRV 期及び先行する第二帝政期の映画法制をめぐる論議は、検閲に関
する限りその創設・実施に就ては賛成・容認の態度を採る者が圧倒的多数であり、他の措
置に就ても、プレスと同等の自由を観念する態度は希薄である。意見が分岐するのは寧ろ
制度の具体的な設計に就てであり、これは実務・学説に共通している。これに対して映画
検閲の廃止は、WRV 末期にごく少数の者により主張されたに過ぎない。従って、此処で問
題となるのは、映画検閲に対する圧倒的な支持の背後に如何なる論拠が存在したのか、と
いう結論ではなく正当化の段階である。 
 
第一節 法実務に於ける議論：立法府の討論を素材として 
 第一に、法実務に於ける議論として、ライヒ議会の議事録に現れた映画法制をめぐる発
言・議論を概観する。叙述の便宜の為、以下では立法期・選挙期ごとに分節してその傾向
を分析する。 
 
第一款 第二帝政期ライヒ議会 
 ライヒ議会の審議に映画をめぐる問題が登場するのは、第二帝政期の第八立法期である。 
 この時期の審議を通覧すると、既に映画の（特に大衆的な娯楽としての）普及・浸透に
伴って低俗作品が増加するという問題状況が明確に認識され、そのために国家の介入が必
要という点では概ね一致が見られる。尤も、映画という表現媒体が教育的な意義を有する
事も同時に承認されており、問題は低俗作品を抑制し、特に青少年を保護するための措置
が要請された。 
具体的な問題としては、先ずラント毎に行われている検閲の運用が不統一であることに
因る映画部門の損失を抑止するための法的統一の必要、及び、経営者側が競争の激化を理
由として低俗映画の上映に至らない為の、映画館の設置そのものに関する許可の導入、が
主に議論されていた。1920 年映画法の如き検閲は、そうした措置の一種とされているに過
ぎない。 
 又、映画部門の発達と共に製作部門と上映部門を併有する巨大企業による独占的状況が
出現すると、低俗作品に関する責任の配分（製作者か、上映者か）という問題が本格的に
意識される。更に、第一次大戦の影響で、映画の政治的宣伝としての側面も、徐々に注目
される（尚、WRV 期特に中期以降に問題とされる映画を介した政治的宣伝が主に政党等の
私的主体であるのに対して、此処で問題とされるのは国家による宣伝活動である）。 
 
第二款 憲法制定国民会議 
第一項 ＷＲＶ制定過程 
 1918 年 11 月の革命に際して、旧来の検閲は全面的に廃止される（「人民代表評議会のド
イツ国民に対する布告」第 3号）。併しその結果として低俗な映画が大量に出回った事から、
映画検閲を復活すべきであるとの意見が各方面から寄せられる事態となる。 
 WRV の制定過程では、当初の草案では例外なしの検閲禁止が規定されていたが、以上の
事態を受けて映画に関する例外を追加し、これが第 118条第 2項として結実する事となる。
憲法制定議会の審議に於ては、低俗映画の氾濫、特に青少年に対する悪影響という問題状
況は広く承認されており、映画検閲を支持する主たる論拠とされている。尤も、この問題
を直ちに映画検閲に結び付ける事なく、例えば既存の刑罰規定の運用によって十分に対処
し得る、公的団体による監督、映画の製作・上映の様に積極的な施策によって青少年保護
を図るべきである、等の異論も存在した。 
 
第二項 ＷＲＶ制定以後の審議過程１：ライヒ議会招集以前 
 WRV 制定以後、ライヒ議会招集前の国民議会に於ける審議では、早くも映画検閲の導入
を求める質問が提出され、検閲による低俗作品の抑制、優良な映画がより多く製作される
基盤の形成、が要請されている。尤も、検閲だけでなく公営化をも行うべきとの意見や、
良質な娯楽・教育手段として改良すべきとの意見が主張されている事にも留意すべきであ
る。 
 
第三項 ＷＲＶ制定以後の審議過程２：映画法の審議過程 
 1920 年映画法の審議過程に就ては、先ず、映画検閲を導入する事に就き殆ど異論が存在
しなかった事が指摘される。 
 法案は、統一的な検閲による手続の統一化・迅速化、それによる映画製作部門の経済的
損失の抑止、低俗作品の抑制、映画の教育・娯楽手段としての改良、等を理由としている。
委員会・総会での審議に於ても、提案理由が示す者と同じ論拠が多くの議員から提示され
ている。 
 これに対して、検閲に留まらない、映画部門への助成、公営化といった積極的な施策を
導入する意見も存在したが、法案に反映されるにには至っていない。又、WRV 第 118 条の
定める意見表明の自由との関係を論ずる議員も、同条第 2項という与件がある為とはいえ、
ほぼ皆無である。更に、意見表明の自由との抵触を意識しながらも、現状に鑑みて映画検
閲の導入に賛同する意見も提示されている。 
 以上の如く、法案は大きな修正を受ける事なく可決され、これが 1920 年映画法として以
後映画検閲の法的基礎を成す事となる。 
 
第三款 ライヒ議会での映画法をめぐる審議 
 続いて、1920 年映画法の成立後に、ライヒ議会で展開された映画をめぐる言説を、以下
選挙期毎に概観する。 
 
第一項 第一選挙期 
 1920 年 6 月 6 日の選挙に基づき召集された第一選挙期のライヒ議会は、インフレーショ
ンや要人暗殺、左右両極からの攻撃等の内政上の混乱の中で意思決定をせねばならなかっ
たが、そうした中で映画法制をめぐっては次の諸点が特徴的である。 
 第一に、この時期の映画法制に対する要望としては、映画検閲によって単に低俗作品を
抑制するだけでなく、優良な教育的・文化的作品を助成していくべきである、との意見が
多数示されている。特に低俗作品が人間の低劣な本能に訴えて興行収入を伸ばしている実
態の根深さに照らして、国家がより積極的な介入を行うべきだとされる。 
 第二に、この時期には映画検閲以外の施策を求める意見もなお存在する。例えば、良質
な作品を制作する為に政府から補助金を提供すべきであるとか、権限を警察ではなく文化
部門に委譲すべきである、或いは審査の統一性・効率性の為に何れかの部門に一元化すべ
きである、といった意見が提出されている。 
 第三に、映画法に基づく審査じたいのありかたを問題とする意見も多く提示されている。
即ち、抑々審査が緩慢に過ぎる、教育的内容の映画に就き審査を無償とする、教育・福祉
の専門家を招聘する、あるいはドイツの各地域から（特に大都市以外の地域から）審査員
を選出することで、国民の意識と審査実務との乖離を埋める努力をすべき事が要請されて
いる。 
 
第二項 第二選挙期 
 1924 年 5 月 4 日の選挙に基づき召集された第二選挙期のライヒ議会は、会期そのものが
短期であった為に映画法制に就てもさしたる議論は行われていない。議事録には、青少年
保護法制の整備と並んで映画法の拡充を求める提案、及び、映画法の適切性に関する事後
審査を求める提案、が記録されているだけである。 
 
第三項 第三選挙期 
1924 年 12 月 7 日の選挙に基づき召集された第三選挙期のライヒ議会は、SPD、DNVP、
Z が議会での主要勢力を構成し、議会政治が運営される基礎が築かれ、所謂「相対的安定期」
の始期とされる。 
 当該会期の特質としては、第一に、引き続き映画を積極的に、優良な教育・娯楽へと改
革しようとの意見が盛んに表明される。映画審査への各種専門家の招聘、道徳的に頽廃し
ていると評される大都市以外の価値観の反映を求める提案等は、映画法の枠内でこうした
改革を果たそうとする者と評し得る。又、検閲だけでは企業間の競争を望ましい方向に導
く事はできず、積極的な助成や専門部局の設置が必要であるとの提言も為されている。 
 第二に、『戦艦ポチョムキン』という特定の作品をめぐり意見の対立が先鋭化した事が挙
げられる。同作品は第一次ロシア革命の描写を含んでいる為にその政治的側面が強調され、
審査局や政府関係者はその政治的影響力を理由に上映禁止の立場を採っている。これに対
して、SPD 及び KPD は上映を許可すべき旨を主張している。この事件が党派的な対立を
も含む者であるとしても、政治的事件を描写した映画の有する影響力が明確に認識される
に至った事は何れにせよ重要である。 
 第三に、映画部門の海外との関係が強調されるに至る。特に、映画産業が対外的な通商
に於て基幹産業化している為、作品の魅力を減殺しないよう検閲の運用を緩和すべきであ
る事、及び、アメリカ映画との競争関係が、然も経済だけでなく文化という観点からも意
識されている事、が重要と考えられる。 
 
第四項 第四選挙期 
 1928 年 5 月 20 日の選挙に基づき召集された第四選挙期のライヒ議会は、SPD が得票数
の 3 割を占め、この時期に成立した Müller 内閣の下で相対的に安定した意思決定が行われ
た。尤も、世界恐慌の発生とそれに伴う社会的・政治的混乱により同内閣及び支持政党の
連携は弛緩し、1930 年 3 月 27 日に総辞職となる。後継の Brüning 内閣は、議会等於ける
意見の集積を軽視し、WRV 第 48 条に基づく権限行使に積極的であり、この事が経済問題
を中心に先鋭的な対立を生む結果となる。 
 当該会期の映画法制をめぐる論議の特質としては、第一に、低俗映画に関する非難は、
DNVP を除けば前期ほど盛んではない。寧ろ、映画の文化的教育的意義は広範な承認を得
ており、映画法の再検討も含めて多くの議会構成員が積極的な評価と姿勢の下に議論を行
っていたと言い得る。 
 第二に、映画産業が基幹産業として確立し、特に海外への輸出による利益を増進する観
点から、映画法やその他租税法等に関する論議が行われている。過度の商業主義に対する
警戒は当然存在するが、経済的意味でも映画はその地位を確立したと言い得る。 
 第三に、この時期には検閲じたいの廃止を求める意見が主張されている。従来、映画検
閲が殆ど自明のものとして承認されていた事からすると、議会で公然と反対論が提起され
た事、然もその主体がKPDという反体制政党の議員によるものである事、は注意を要する。 
 第四に、映画の政治的な意味・効果に関する認識が一層強まっている。特定の政治的傾
向を有する映画の禁止や許可をめぐってしばしば質問が為される事態は、夫々の党派の議
員が映画の政治的利用に敏感となっている事を示す。 
 
第五項 第五選挙期 
 1930 年 9 月 14 日の選挙に基づき召集された第五選挙期のライヒ議会は、SPD が第一党
としての地位を維持したものの、NSDAP と KPD という反体制政党がそれに続き、然も後
二者の合計議席数が SPD を上回る、という状況にあった。この時期に成立した第二次
Brüning 内閣は議会内での支持基盤に乏しく、又財政再建策をめぐる国民の信頼も十分に
得られなかった。議会の活動は緊急命令の多用によって益々縮減し、審議が為されたとし
ても反体制勢力を中心とした非建設的な反対票により意思決定は機能不全を起こしていた。 
 当該会期の映画法制をめぐる議論の特質としては、第一に、映画が本格的に公論形成や
宣伝の手段として承認されるに至った事が挙げられる。特に第 3 立法期までは教育・娯楽
の問題が主たる関心であった事とは対照的な事態であり、映画が寧ろ特定の政治的勢力が
その世界観や意見を伝達する手段となる事が重点的に意識されている。 
 第二に、第一の点と関連して、映画検閲の運用に就ても、国家社会主義や共産主義等、
極端な政治思想を唱導する映画に対する警戒感が率直に表明され、然も映画それ自体だけ
でなく、上映に伴って大量の観客が一所に集う事の危険性も指摘されている。映画法の改
正案として、不許可とされた映画がなお「一定の人的集団」「一定の上映条件」の下で許可
されるよう改正すべきとの提案が為されたが、これに対して表明された反対意見は同種の
危機感に根差していると言い得る。 
 
第四款 小括 
以上の如き、ライヒ議会に於ける映画論議は、当初は、映画の普及と同時に流通し始め
た低俗映画を如何に抑制するかという問題関心に導かれてきたが、此処で留意すべきなの
は、対応策として警察による個別の措置や検閲にだけでなく、映画館の設置段階に於ける
審査や各種助成を通して積極的な施策を採るべき事も提案され続けた事である。この動向
は 1920 年映画法の制定後も続き、映画法の改正論議に於ても審査に於ける考慮事項や人員
の構成といった個別問題の改正提案という形で、公衆に供される映画作品の質的向上が目
指された。 
 斯様な動向に変化が生じるのは第 3 選挙期であり、政治的事件を扱った具体的作品をめ
ぐる論議を契機として、映画が政治的問題を喚起する可能性、更には映画による政治的宣
伝という問題が意識され始める。この問題関心は、WRV 体制の末期に近づくにつれて深刻
なものとなり、政党・各種団体の宣伝映画の上映、また上映に際して生じる群衆をめぐっ
て警戒感が示される。尤も、この種の問題が主流を占めることになるのは第 5 選挙期であ
り、その際にも映画の文化的意義はなお念頭に置かれていた。 
 この間、映画検閲の制度を設ける事自体に対する異論は殆ど見られず、ただ第 4 選挙期
以降に、特に反体制勢力から散発的に反対が表明されるに過ぎなかった。 
 
第二節 学説 
 続いて、第二帝政期及び WRV 期の学説を概観する。 
 映画法制に関する文献は決して多数とは言えず、且つそのうち検閲に就き現行法制の説
明以上の叙述を提供する者は更に少ない。以下では、その中で単なる法令上の与件の説明・
追認以上の説明を行う者を取扱う。 
 
第一款 第二帝政期 
 第二帝政期は WRV 期に比しても文献は僅少である。要因としては、映画の普及じたいが
1910 年代以降であった事が考え得る。 
教科書・概説書のレベルでは、例えばプロイセン憲法第 27 条の検閲禁止に就て、これを
プレス検閲に限定する論者が殆どであり、映画検閲に先行する演劇検閲に就ても検閲禁止
の埒外に置かれている。 
 実務的な問題を主題とする文献では、映画検閲の法的根拠に就ては、例えば演劇と映画
の技術上の相違、国民特に青少年の習俗・文化に対する悪影響の抑止、国民教育に有益な
媒体へと改革する為の方策、といった論拠が簡潔に提示されている。 
 
第二款 ＷＲＶ期 
 WRV 期に於ても目立った言及を行う文献はさほど多くは無い。 
1） Hermann Heller は 1924 年の論文「基本権と基本義務」で、意見表明に対する制約
を全面的に排除した場合、特に「政治的および道徳的に過渡期の時代」には、低俗作品が
氾濫する危険が存在する為に、WRV は映画検閲の為の基礎を与えている、と論ずる。此処
では主な問題は低俗作品とそこからの国民の保護に置かれている。 
2） Albert Hellwig は、1930 年の『ライヒ憲法の基本権と基本義務』に寄稿された第 118
条の解説で、意見表明の手段の発展と共に、「一般公衆への危険」をもたらす可能性やそれ
を排除する「公の利益」が増大し、又低俗な作品から青少年を保護する必要も増大する為、
従来の媒体よりも強力な制約が行われる。此処で映画検閲は意見表明の自由の正当な例外
と位置付けられおり、その主眼はやはり低俗作品の抑制に置かれている。 
3） Kurt Häntzchel が 1932 年の『ドイツ国法ハンドブック』第 2 巻に寄稿した「自由な
意見表明の権利」では、映画の有する「強度の精神的効果」に一応言及されるが、脚注で
は更に、統一的な映画の検閲が行われる事により、映画製作側が地域毎に異なる削除命令
や製作・上映した作品の回収による経済的損失を回避し得る事が、その利点とされている。
此処では、映画産業側の利益が、映画検閲を支える主な論拠とされている。この検閲の統
一性という問題は、映画法制定以前の論議を特徴づける論点でもある。 
4） この外、映画検閲の制度や実務を主題とする文献に於ては、例えば、上記 3 と同じく
映画産業の経済的基盤の確立や、低俗作品の抑止や青少年保護、人間の精神に対する強い
影響力（による国民の倫理や秩序に対する影響）が、正当化根拠とされている。 
 
第三款 小括 
 第二帝政期及び WRV 期の学説の映画検閲の正当化の為に援用する議論は、基本的に、映
画の強力な心理的影響力とそれに起因する倫理的な悪影響や公の秩序の侵害、低俗作品の
抑制と青少年の保護、及び製作者の経済的損失の抑止、という三点に集約される。これに
対して、ライヒ議会第 5 選挙期に特に盛んに取り上げられた、政治的宣伝とその影響力と
いう問題は、殆ど顧慮されていないと見られる。 
 
第三章 分析１：映画検閲と「討論」の観念 
 前章までの内容を踏まえて本章及び次章では、第一章で提示した課題に関する分析を進
める。先ず本章では VL に於ける映画検閲論を分析の対象とする。具体的には、シュミット
が前提とする「意見」概念の確定と比較検討、基本権の中で意見表明の自由が占める位置、
基本権を一内容とする市民的法治国に於ける「討論」の原理、及び「政治的なもの」の該
時点に於ける意義、が検討課題となる。VL の映画検閲論を、当時のシュミットの言説の中
に位置づける事が、本章の目標である。 
 
第一節 「意見」の概念 
 WRV 第 118 条は自由に「意見」を表明する権利を保障するが、シュミットは VL の叙述
に於て映画が「意見」の表明に該当しない旨を指摘する（これを正面から受け取るならば、
そもそも映画は WRV 第 118 条の範囲外にあり、検閲も当然に許容される事となる）。 
 シュミットは Karl Rothenbücher の見解に依拠しつつ、「意見」を「公表された根本的な
種類の態度決定」と理解する。この理解が当時の他の言説との関係で如何なる位置に在る
のかを、先ず明らかにする。 
 
第一款 第二帝政期 
 第二帝政期に於て、例えば Gerhard Anschütz はプロイセン憲法典の逐条解説の中で、意
見表明の自由及び検閲禁止を規定する第 27 条に就き、次の如き釈義を示す。先ず第 1 項の
「意見」とは、如何なる形式であるかに関わらず「思想」の表現でなければならず、娯楽
目的の表現・上演等はその埒外に置かれる。映画の上映も同様である。又第 2 項の「検閲」
はプレスに対する検閲のみを指し、演劇に対する検閲は禁止されないと解される。これに
拠れば、映画検閲も同様に排除されないものと考えられる。 
 
第二款 ＷＲＶ期 
 WRV 期の意見表明の自由に関する文献としては、次の各者が参考となる。 
1） Friedrich Giese による WRV の逐条解説（1921 年）は、「表現する者自身の思想」の
表明を要するとし、これに属さないものの実例として、「コンサート、朗読、演劇の上演」
を挙げる。映画への言及は無いが、思想の保有者と表現者との一致を求める点で、製作者
と上映者の異なる映画の特性が問題となり得る。 
2） Heller の論文「基本権と基本義務」（1924 年）では、意見表明の自由は「官憲（教会・
国家）の許可なしに自らの思想を公表する自由」と規定され、検閲禁止は演劇にも及ぶと
明言される。併し、前章で触れた通り、意見表明に対する制約を全面的に排除する事は、
特に「政治的および道徳的な過渡期」には許容されず、特に営利目的による低俗な表現物
の問題は重大である。この最後の部分は、1910 年代以来の低俗映画の横行という現実に照
応している。 
3） Rothenbücher の第 4 回国法学者大会（1927 年）での報告では、意見表明の自由をめ
ぐる解釈論の分岐は、その手段をめぐる状況が絶えず変化する事を原因としており、映画
や放送に対する検閲・独占の問題もその一環とされる。該自由は本来、真実や精神的な価
値、学問的及び宗教的闘争を目的としていたが、現在では低俗作品の作成・頒布の為に行
使されるという問題が生じている。WRV 第 118 条に就ては、全ての表現が「意見」の表明
を意味する訳ではない。「意見」とは「根本的な種類の態度決定、何か一般的に妥当しよう
とする態度決定を認識させることによって特徴づけられる表現」であり、例えば事実の報
道や舞踊はこれに含まれない。又、多くの映画は「意見」を少なくとも主な内容としない
が、場合によっては「意見」を表現している場合もある為、映画法制は意見表明の自由を
顧慮せねばならない。本見解は前二者に比して「意見」概念を詳細に規定するが、映画を
カテゴリカルに排除せず、作品毎に「意見」の有無を判断する余地を認め、その際第 118
条の基本権に配慮すべき旨明言されている。 
 尚、シュミットはこの見解に明示的に依拠するのであるが、映画を「意見の表明」の範
疇から全面的に排除する点で異なる点に留意すべきである。 
4） Rudolf Smend は同じ国法学者大会に於て、意見表明の自由が「個人の人格的価値」
の保護のみならず「政治的な共同生活一般の最重要の前提および形式」たる「社会的性格」
を有しており、「集団生活の表現」たる「象徴、記章、旗」或いは「示威行動による意見表
明」も保護されると述べる。「社会的・集団形成的機能」は意見表明の自由によって保護さ
れる活動の一環を成す。本報告で「意見」の概念は明確に規定されていないが、併し少な
くとも明確に「思想」の表明とは言い難い手段の表現やデモンストレーションによる集合
的な表現も含める点は重要である。ここから、映画も又この種の意見表明と位置付けられ
ると解釈する事も可能である。 
5） Hellwig は『ライヒ憲法の基本権と基本義務』（1930 年）に寄稿した WRV 第 118 条
に関する解説で、映画・放送の如き発達した表現媒体から生ずる心理的作用に鑑みて何ら
かの制約措置を講ずる事が不可欠となっていると論じる。WRV 第 118 条は意見表明の自由
が無制約である事を出発点とするが、「社会的秩序」その他の政治的・文化的事情に応じた
制約を甘受せねばならない。「意見」の概念は、価値判断の表明や、事実から結論を引き出
す場合、受け手に於て判断・感情を喚起する場合を含むが、それが有する価値や「根本的」
か否か等の諸点は問題とならない。尤も、単に感覚的な印象を喚起するに過ぎない表現は
此処に含まれず、音楽や演劇、映画は原則としてこれに該当する。但し、個々の作品が「意
見」を含む場合も認められる。本見解は先の Rothenbücher よりも広範な解釈と評し得る
者で、映画に就いても個別の場合に意見表明に該当する余地が承認される。 
6） Häntzschel は既述の 1932 年のハンドブックで、WRV 第 118 条の意見表明の自由は
「純粋に個人主義的な」者ではなく「一般公衆への考慮」も目的としており、又「個人の
精神の自由によって国民の精神的な発展を全体として保護し促進する」という考慮を背後
に有すると言う。「意見表明」とそれ以外の表現との境界線は流動的であるが、「意見を形
成しつつ、説得をしつつ、全体に作用する」事を要する。或る表現が「根本的な」「一般的
に妥当する」性質を有さずとも「意見」に含まれるが、専ら娯楽目的の上演や低俗文書、
事実の伝達は含まれない。併しそれでも、具体的な状況から切り離して判断する事は適切
ではない。本見解は映画への言及を含まないが、全く「説得」や「教示」を含まない作品
でなければ、「意見表明」に含める余地がある。 
 以上の如き諸々の釈義を踏まえると、シュミットの「意見」概念の解釈は、その範囲を
相対的に狭く理解するものと位置付けられ、然も典拠とされる Rothenbücher よりも、映
画をカテゴリカルに「意見」から除外する点で一層厳格な理解と位置付けられる。このカ
テゴリカルな排除が如何なる理由に因る者かを探求する事が必要となる。 
 
第二節 基本権論に於ける意見表明の自由の位置 
 前節で提示したシュミットに於ける「意見」概念の位置を踏まえ、次に意見表明の自由
という権利じたいが基本権論の中で占める位置を測定する。VL に拠れば、該自由は不明確
な表現にも拘らず「真正の基本権」とされるが、其処から映画が排除される背景には、シ
ュミットが意見表明の自由に付与する性格付けを顧慮する必要のある為である。 
 
第一款 ＷＲＶ第二編に関する基本的態度 
 VL 第 14 章第 3 節は「基本権のザハリヒな分類及び区別」として、WRV 第二編の諸々の
「権利」の分類を試みる。具体的には「真正の基本権」（下位区分として「孤立せる諸個人
の自由権」「他の諸個人との結合に於ける自由権」）、「国民としての権利」、「国家の給付に
対する個人の権利」、更に「制度体保障」のカテゴリが提示される。 
 以上の分類の背景には、WRV 第二編が多種多様で、時に相互に矛盾する性格の規定が混
在する中で、なお一貫した「決定」を見出そうとするシュミットの関心が存する。即ち、
同編の含む諸原理は「ドイツライヒの憲法及び国法にとって基底的な意義を有」しており、
具体的には「民主制原理に基づいているが、併し市民的法治国の原理によって修正された
立憲国家」の原理が基軸となる。上記の分類は、この決定に基づいて「基本権」規定を分
類した結果である。（VL,S.162f.） 
 
第二款 「真正の基本権」とその分類・限界 
 意見表明の自由が属する「真正の基本権」は、他のカテゴリの基本権とは異なり、「国家
以前の」、「国家を超える」、法律以前のものとして付与された、「原理的に測定可能な範囲
でのみ」制約し得る「自由の圏域」である。この種の基本権は配分原理、即ち「個人の自
由の領域は、国家以前に付与されたものとして前提され、しかも個人の自由は原理的に無
限定であり、これに対して国家のこの圏域への介入の権限は原理的に限定されている」と
いう原理に依拠している。（VL,S.126） 
 この種の基本権は、良心の自由・人身の自由の如く「孤立せる個人」の権利のみならず、
「他の諸個人と結合した個人の権利」も含有する。後者の場合、個人が「社会的なもの」
の範囲を超え出ない限りで、「自由な競争と自由な討論が承認されるべき限りで」前者と同
じく保障されるが、「社会的な活動」を含む事により何らかの法的規律が必要となる。意見
表明の自由は、集会の自由等を並んでこの類型に属する。（VL,S.165） 
 「真正の基本権」として保護されるか否かの境界線となる「政治的なもの」の内容に就
ては、VL と同時期に執筆された「政治的なものの概念」（1927 年版、以下 BP1927）が参
考となる。同論文に拠れば、「政治的なもの」とは、実力による集団・勢力間の闘争が行わ
れる可能性を意味しており、この段階では主に戦争が念頭に置かれている。基本権との関
係では、集会の自由や団結権を行使した結果、当該集団がその対立者との間で物理的な衝
突に到達する危険のある場合に、もはやその権利の行使は「政治的なもの」に達しており、
基本権の保障する枠を超える。それはもはや個人の原理的に無制限な自由の範囲にはなく、
社会的組織による放縦な行動を意味する。（VL,S.165-166） 
 意見表明の自由が「真正の基本権」に含まれる事は、該自由の行使が以上の意味に於け
る「政治的なもの」の段階にまで到達する潜在的な効力を認められていた（その限りで基
本権の保護から除外され得る）事の現れと言い得る。 
 
第三款 「一般的法律」の解釈と「真正の基本権」 
 「真正の基本権」とその制約という問題をめぐっては、WRV 第 118 条が意見表明の自由
に「一般的法律」による制約を認めている事が問題となる。「一般的法律」の解釈如何では
該自由の制約が拡大し、自由と制約の原則・例外関係が逆転する虞のある為である。 
 シュミットは「一般的法律」の文言に就き一般的な法律の留保を意味するにすぎない」
として、「一般的な」という文言を「基本権一般に於けるのと同様に」という意味に解し、
更に其処には「法律の一般的性格の認識」及び「自由な意見表明それ自体に対する法律は
許容されないという認識」が含まれているとする。（VL, S.167） 
 VL 第 13 章「法治国的法律概念」に於てシュミットは、「法治国の組織的な貫徹は、法律
の一般的性格が保持され続けることに依拠している」と述べる。この「一般的性格」こそ
が、法律概念の理解が変遷してもなお放棄し得ない要素である。これを前提とすると、WRV
第 118 条が「一般的法律」という一見広範な制約を容認しているようでも、実際には単に
議会が関与しているだけの法規範や、時々の政治的状況に由来する理解から区別された、
一定の種類の法律だけが意図されており、上記の配分原理には違背しない事となる。 
 尤も、既述の通り意見表明の自由が「他の諸個人との結合」を含み、「社会的なもの」を
超えて「政治的なもの」に移行する可能性がある事に鑑みれば、その可能性が現実化した
場合にはもはや「基本権」としての性格は否定され、「一般的法律」を超えた制約も許容さ
れると考えられる。抑々映画が「意見」の範疇に含まれない事と並んで、このことが、検
閲という強力な措置が許容される根拠となり得る。 
 
第三節 市民的法治国・自由主義に於ける意見表明の自由・「討論」の原理 
第一款 基本権と市民的法治国・自由主義の連関 
 以上の如きシュミットの基本権論は、市民的法治国、及びその思想的基盤たる自由主義
という更に広範な文脈に組み込まれている。 
 VL 第 12 章では市民的法治国の原理に就き凝縮された論述が為されている。これに拠れ
ば、近代の市民的法治国は「市民的自由」を憲法の核心とし、「権力の濫用からの市民の保
護」を目的としており、上述の配分原理に加えて、国家の権力が分割され、諸々の権限の
形で把握されるという「組織原理」が、基本原理である。市民的法治国は単に既存の法を
尊重するだけでなく、個人の自由への介入が必ず法律を根拠とし、国家権力の発動が予測
可能な形で為される事等をその内実としている。（VL,S.129f.） 
 
第二款 自由主義の基本原理：「討論」の観念 
 市民的法治国の基盤となる自由主義に関するシュミットの理解は、VL に先立つ 1923 年
公表（1926 年第 2 版公表）の『現代議会主義の精神史的地位』（以下、GL）で提示されて
いる。 
 同書は直接には議会制の問題を扱った者であるが、その叙述に拠れば、議会の存在理由
は「正しい国家意思を結果として生み出すような諸々の対立と意見の対決の過程」にあり、
「論拠と反対論拠の公開の審理、公開の討議と公開の討論」を本質とする。「理性の断片」
から「公的な支配」を生み出すこの発想は、「合理主義的」であるが、同時に「相対的」な
思考でもある。（GL,S.45） 
 自由主義にとって「相対的」という観念はその核心を成し、真理は「意見の永遠の競争
の単なる函数」となる。討論を支える言論・プレスの自由は自由主義にとって「死活問題」
であり、公開性・権力分立という要請も、「諸力の均衡」から「平衡として正しさが自ずか
ら生ず」るという思考の現れである。この「相対的な合理主義」の通用する範囲は「相対
的な真理」に限定され、諸党派の対立から「意見の均衡」が生ずるとの発想は、「世界観と
いう絶対的な問題」には及ばない。討論は「共通の、討論の余地の無い基礎を前提と」し、
根本的な世界観の対立はその前提に違背する。議会は討論の中で、「論拠と反対論拠との検
討によって、相対的な真理を獲得する。」（以上、GL,S.45f.,68） 
 以上の如く、シュミットは自由主義の核心を、諸力の均衡から時々の相対的な真理が生
ずるという観念に求め、意見の対立の基礎に一定の共通の前提が不可欠であるという条件
を提示する。 
 斯様な自由主義、「討論」の観念は、1926 年の論説「議会主義と大衆民主主義の対立」（以
下、G）でより詳細に論じられる。これに拠れば、討論は「単なる交渉」とは異なり、「対
立する者を真理や正義に関する合理的な論拠により説得するという目的によって支配され
た、意見の交換」を意味しており、「前提となる共通の確信、説得される用意」を前提条件
とする。議会では、個々の議員が「政党による拘束から独立であること、利己主義的な利
益に捉われていないこと」を要する。（PB,S.63） 
 
第三款 「討論」の衰退 
 併し、以上の如き自由主義の理念は当代に於て衰退していると評される。GL に拠れば、
議会では意思決定の重心は公開の本会議から委員会に移行し、プレスの自由をめぐっても
新聞や演説・討論から真理・正しい政治が成立するとの信念も消失している。 
又、G に拠れば、「現代の大衆民主主義」の下で討論は「空虚な形式」と化しており、諸
政党は「社会的又は経済的な権力集団」として対峙し、「双方の利益と権力の可能性とを計
算し」て「妥協と連合」を行う。更に「大衆は宣伝装置によって獲得され、その強大な作
用は身近な利益や熱情に向けられる。」「固有の意味に於ける論議は消滅」し、代わって「広
告の形式による強力な示唆」又は「シンボル」が登場する。「今日問題となるのは、もはや
対立者を公正や真実に関して説得することではなく、支配を行う為に多数派を獲得するこ
とである。」（PB,S.64f.） 
 以上の如く、自由主義、「討論」の原理が衰退しているとの分析は、本章が検討対象とす
る VL の行論にも現れている。VL では、当時の議会の状況として、不信任投票が次なる多
数派の形成を考慮する事なく行われている問題が指摘されているが、斯様に意思決定の麻
痺をもたらす不信任決議の横行は、政党の性質自体に関する叙述ではないが、政党が相互
に非妥協的に対立する状況を示す者と認識されていたと考えられる。 
 
第四節 「政治的なもの」の概念 
 最後に、VL の映画検閲論の末部に登場する「政治的なもの」をめぐる叙述を検討する。
既述の通り、当該部分は映画の強力な「大衆感化」「心理技術的な装置」を理由に、国家が
統制を行うことを不可欠とする。併し、大衆感化が「政治的な問題」であるとか、映画を
「政治から引き離し、中立化しなければならない」といった口吻は、表現の社会的影響力
という問題に回収し得ないと見られる。これはシュミットの提示する特殊な「政治的なも
の」の概念に因る。 
 1927 年公表の論稿「政治的なものの概念」（以下、BP1927）は、「国家」と「政治的な
もの」の関係、「政治的なもの」の指標としての「友と敵の区別」、その具体的な発現形態
としての「闘争」、多元的国家論に対する批判、交戦権の問題、自由主義に対する批判等、
数多くの重要な論述を含むが、本稿にとっては下記の諸点が重要となる。 
 第一に、「政治的なもの」は、友と敵とに結集した集団が、最終的には実力による闘争と
いう形で現象する。第二に、「政治的なもの」は道徳・宗教・経済といった諸問題に於ける
対立が昂進する事によっても生じ得る。第三に、自由主義的な思考を徹底したとしても「政
治的なもの」を排除する事は不可能であり、従って国家は諸集団・諸勢力の対立が昂進し
ないよう何らかの対策を講じなければならない。特に第三の点に就ては、映画がこの種の
対立を昂進させる作用を有するとすれば、国家は「政治的な」対立が生じる事を抑止する
為に、検閲といった措置を採る必要が生ずる事となろう。 
 尚、シュミットは国家の映画に対する統制を説く際に「それを公然と社会心理学的な同
質性という統合の手段として利用するだけの勇気がないとしても」という留保を付する。
此処で登場する「同質性」の理念は、VL 第 18 章「国民と民主制の憲法」で主に説かれて
いる。これに拠れば、民主制は国民の「公論」による支配であるが、「公論」は「組織され
ない」ものであり、特定の官職や組織に還元されない。併し、「あらゆる民主制に於ては、
諸政党、雄弁家、デマゴーグ、[…]更にはプレス、映画そして他の大衆の心理的操作の手法
が存在する。」「此処では常に、不可視で無責任な社会的諸力が公論や国民の意思を操縦す
る危険が存在する。」「この危険は、民主的な同質性がその実体をなお備えている限り、ま
た国民が政治的意識を有している、即ち友と敵とを区別し得る限り、さしたるものではな
い」が、「先の民主制の実体的な前提が欠落すれば、いかなる組織もいかなる法律上の規範
も役に立たない。」（VL,S.247） 
 以上の論述は、民主制の要諦たる「公論」が様々の主体・媒体（映画を含む）によって
操縦される危険がある事、併し国民に「民主的な同質性」が存する限りその危険に抗する
事が可能である事、を指摘する者である。VL の他の既述に拠れば、この「民主的な同質性」
は「人類」や「階級」に抗する意味を有しており、特に「階級」に就いては、それが独自
に友・敵区別を為し得る場合にはそれが新たに政治的存在になる（VL,S.234）。これに拠れ
ば、「民主的な同質性」を前提とし得ない状況とは、様々の主体・媒体によって国民の内部
で対立が生じ、「政治的なもの」の地点にまで到達し得る状況と理解される。 
 尤も、この叙述が謙抑的な表現を採っている点では、シュミットがいまだ「同質性」が
危殆に瀕しているとは判断しておらず、従って映画検閲は承認しても、国家の独占を構想
する程には危機感を有していなかった事の現れと理解する事も可能である。この点は、次
章で扱う 1933 年の時点での言説との関係で留意を要する。 
 
第五節 小括 
 本章の分析は以下の如く要約し得る。 
 第一に、テクスト A の末部に登場する「政治的なもの」との関連では、映画による大衆
感化が「政治的な」問題となるのは、上映により大衆感化が行われる結果として、諸集団・
勢力の間で実力による闘争の可能性が生じる為と考えられる。斯様な闘争が国家の存立そ
のものの危機を意味する以上、国家はそれを抑止する方策を採らねばならない。映画検閲
はその一環という事になる。（尚この点は次章の検討でより重要となる。） 
 第二に、基本権との関連では、意見表明の自由はその行使に「他者との結合」を伴う為、
「孤立せる個人の基本権」と異なる制約に服する。その行使が「社会的なもの」、「討論」
の領域に留まらず、「政治的なもの」の領域に達する場合、国家はもはやそれを基本権の行
使とは見做し得ない。映画の上映も又この種の可能性を孕む以上、（抑々「意見」か否かを
措くとしても）「一般的法律」の枠内でその行使を保障する事は許容されない。 
 第三に、映画が「自由主義な基本権の発展一般にとって特別の意義」を有するという言
明に就ては、意見表明の自由を支える「討論」の観念が諸力の自由な競争とそこから生ず
る相対的な真理を内容とする事との関係で説明し得る。当時の状況に徴して自由主義の理
念は既に衰退していると分析され、政党間の対立の固定化等によって、独立した個人の討
論という活動は衰退していた。映画もこの潮流の一環を成す者であり、多数の観客に対す
る上映による示唆や「シンボル」の伝達、大衆感化により、プレスや演説とは質的に異な
るコミュニケーションを生み出した。然もそれが大衆的に支持されている状況は、まさに
「討論」による意見形成への信念が衰退したと解釈されても不自然ではない。 
 総じて、VL の時点のシュミットにとって、映画は同書が構想する、そして WRV が依拠
する、市民的法治国の秩序像に反し、これを掘り崩す表現媒体であり、映画検閲はいわば
侵食を食い止める手段として、容認された者と評価し得る。 
 
 
第四章 分析２：映画検閲と国家の存立 
章序 
 本章の課題は、テクスト B に於ける映画検閲論を分析する事である。 
本段階のドイツの情勢は、社会諸勢力の対立が組織化された実力による衝突という形で
現出する状況にあり、議会では 1932 年 7 月及び 11 月の選挙の結果として NSDAP・KPD
という反体制政党が過半数の議席を占め、議事が殆ど為し得ない状況となっており、大統
領による緊急命令が代わって法的規律の要を担っていた。 
 本章で扱う二論文は斯様な WRV 期末期の情勢を背景として書かれた。これらは部分的に
は VL の段階で提示されていた概念・枠組を踏襲しているが、併し VL 以降の思索の進展か
ら生じた新たな枠組・概念も用いられている（例えば、「全体国家」論）。又、表現に着目
しても、論調は VL の映画検閲論よりも切迫した者となっている。VL 以降の学知の展開を
踏まえて、1933 年時点での映画検閲論の背後にある理路を分析し、その論調の変化の背景
をも捕捉する事が、本章の課題となる。 
 具体的には、テクスト B を含む二論文の中で映画検閲論が置かれた文脈を明らかとし、
これを承けて VL 以降の著作に登場する「全体国家」の観念を、ドイツの現状を批判する側
面と、それに対して維持・回復されるべき国家像を指示する側面とに分けて検討し、1933
年時点での国家観と現状認識を分析する。最後に、同じく VL 以降の著作でしばしば強調さ
れる「技術」の問題性と映画検閲論との関係を検討する。 
 
第一節 テクストＢの位置づけ 
 先ず、テクスト B が 1933 年の二論文「ドイツにおける全体国家の発展」（以下、WE）
及び「現代国家の気力状況」（以下、MP）の内部で有する位置を検討する。 
 
第一款 「ドイツにおける全体国家の発展」 
 WE は、「全ての問題が潜在的に政治的問題であるという認識」を強調しつつ、ドイツの
「現実の状態」を考察する事を論文の目的として掲げる（VA,S.359）。 
 全ての国家は政治的支配の為の「権力手段」を掌握するものであり、軍事をはじめとす
る技術の発展は国家が掌握すべき事項を増大させる。もしその掌握ができなければ、他の
勢力・組織が既存の国家に取って代わる（VA,S.360）。 
 意見表明に関する技術の発展に就ても同様である。映画・放送はプレスよりも強力で広
範な「大衆感化」をもたらす。プレスに就ては、緊急命令による制約にも拘らず、その自
由、現実には「政党の煽動や宣伝による大衆への働きかけ」の余地は広大である。これに
対して、映画・放送は必ず国家が掌握せねばならない。「いかなる国家も、この新たな報道、
大衆感化、大衆示唆、及び「公的な」正確には：集団的な意見の形成の手段を敢えて他者
に委ねるようなことは出来ない。」（VA,S.360） 
 発達した技術的手段を掌握し、他の集団に引き渡さない国家は「質とエネルギーという
意味で全体的」であり、その内部で国家に敵対的な・弱体化をもたらす諸力の増大を許さ
ない。この意味で「全ての真正の国家は全体国家である。」（VA,S.361） 
 これに対して「全体国家」にはもう一つの、ドイツの現状に適合する語義が存在する。
それは全ての領域に介入し、国家から自由な領域を承認しない国家、「純粋に量的な意味で」
全体的な国家、その「脆弱さと無抵抗」の故に政党や諸団体の介入に抗し得ない国家（「多
元的政党国家」）である。（VA,S.361） 
 「多元的政党国家」を担う政党はその構成員を「全体的に把握」しようとし、世界観・
国家形態・経済体制に関する観念を提供し、結果「ドイツ国民の政治的統一を分割する。」
且つ自らの権力獲得の為に憲法上の可能性・制度・権限を利用し、終いには憲法じたいを
破壊しようと試みる。結果、WRV の定める統治機構は、本来の機能を果たさなくなり、憲
法は党派間の闘争の手段と化する。（VA,S.362） 
 以上の如く、WE は「全体国家」なる概念を基軸に、当時のシュミットが構想する国家の
（最低限の）条件と、それを到底充たさないドイツの状況に関する分析とを内容とする。「全
体国家」は、自身の政治的支配に必要な技術を須らく掌握し、他の諸勢力の過度の台頭を
抑止し得る者（所謂「質的全体国家」）、及び、社会的諸勢力の要求に抵抗し得ず、その結
果として国民生活の全領域に介入する事となる者（所謂「量的全体国家」）の二つの類型に
分かれる。前者を準拠枠として後者を批判的に分析する、というのが基本的な構図である。 
 映画検閲は、「質的全体国家」が自身の存立の為に為すべき措置の一つとして位置づけら
れる。映画による「集合的」意見形成に抗して、他の社会諸集団の台頭を抑止すべく、国
家は検閲をせねばならない。此処でプレスとの対比が為されるが、プレスに関しても、実
際には宣伝や煽動が行われていると評される事にも留意すべきである。 
 
第二款 「現代国家の権力状況」 
 これに対して MP では、技術の発達が国家にもたらす問題がより中心的な位置を占めて
いる。即ち、近代国家は武力の掌握を通して成立してきたが、技術の発展と共に武器以外
の技術をも掌握すべき事態となっている。何故なら、技術を利用した国家権力の弱体化が
行われる危険が存する為である。 
斯様な「技術」には、映画・放送の如き「公論及び人民の一般的意思を形成する方法の
技術」も含まれ、如何なる国家もこれらを掌握せずにはおけない。「あらゆる現代国家は、
基本権や自由権を如何に真摯に宣言し、検閲を廃止し、原則として同権及び中立であると
しても、放送や映画に対する広範な統制を行っている。」（VA,S.368） 
 こうした意見表明の技術の発達は、国家を、伝統的な自由主義を放棄するか、国家権力
の枢要を放棄するか、というジレンマに陥らせる。WRV の検閲禁止が映画を例外とし、又
放送に就き強度の統制が行われているのは、当然の措置である。これらは「現代の技術的
発展の重要かつ典型的な成果」であるが、併し国家権力を限界づけようとする自由主義的
な「制約や阻止」は失効せられ、寧ろその強力な心理的影響力を国家が独占・統制する結
果、国家権力の強化が生じる。技術的発展による国家権力の増大は、結局は、「あらゆる合
理的な権力の保有に依拠する政治的余得を増大させ、合法的権力が合法性を超え出る」事
態をもたらす。（VA,S.368-369） 
 此処から同論文は国家権力と国民の同意の問題、更に経済統制の問題を論ずるが、ひと
まず本稿にとって問題となるのは以上の部分である。此処では、技術の発展が自動的に国
家権力の強化をもたらす者ではなく、寧ろ国家の掌握によって初めてそれが実現すると説
かれる。その一例として映画・放送の問題が比較的詳細に論じられ、自由主義的な基本権
の保障を放棄してでも検閲・独占を行わねばならないと主張される。 
 
第三款 小括 
 WE・MP の二論文に於て、映画検閲の位置づけは概ね共通している。即ち、国家が凡そ
その存立を確保する為には、自己の「政治的」支配を他の諸勢力が簒奪する事のないよう
発達した技術（映画・放送を含む）を掌握せねばならない（映画検閲はその一環とされる）。
併し、ドイツの現状は対照的で、国家の存立が非妥協的な諸政党の脆弱な連立によって支
えられている為に、夫々の政党の放縦な権力行使の結果、自らの基盤たる憲法すら破壊さ
れかねない状況となっている。 
 VL の映画検閲論との差異は、市民的法治国・「討論」の理念に関する叙述は脱落するか、
又は国家の存立という要請の前に切り捨てられるべき位置に置かれるに至っている点であ
る。力点は、寧ろ、国家が映画検閲を行わねばならない理由を説明する事に在る。 
 又、意見表明の自由との関連では、表面的にはプレスも映画も「公論」形成の技術とさ
れているかに見えるが、二論文では映画は「大衆感化」「大衆示唆」の道具、「集合的な」
意見形成の手段とされている。VL では謂わば逸脱現象とされていた「大衆感化」「大衆示
唆」が此処では前景化しており、市民的法治国の秩序像では本来登場しない「集合的」と
いう語が登場する点も特徴的である。 
 
第二節 「全体国家」論の由来：「量的全体国家」論の検討 
 本節以降では、以上の二論文を他の著作との関係で分析する作業を行う。 
 第一の問題は、1930 年前後のシュミットの著作に登場する「全体国家」論がその公法学
に於て有する意義を検討する。「全体国家」の観念は厳密には「質的」「量的」の二種に分
かれ、前者を理想形として後者たる現状を批判する、というのが基本的な論調と言い得る。 
 以下ではこの「全体国家」論の生成と意味とを検討する。論述を先取りすれば、「全体国
家」は先ずドイツの現状に対する分析として提唱された者であるが、「質的全体国家」に相
当する議論もその語が提唱される以前から、「量的全体国家」に対応・対抗する形で醸成さ
れていたと言い得る。 
 
第一款 全体国家論の端緒：「全体国家への転換」 
 「全体国家」論の端緒と位置付け得る論文としては、1931 年の「全体国家への転換」（以
下、WzTS）が挙げられる。 
 同論文は、先ず、自由主義的な国家の秩序像を概観する。即ち、該秩序像は国家を「最
小限にまで制約し」、様々な社会的利益に対して「可能な限り中立化し」、それによって「社
会と経済がそれに内在する原理に従ってその領域に就て必要な決定を獲得する」。其処では
「自由な宣伝に基づく意見の競争の中で政党が成立し、それらの討論と意見の競争が公論
を生み出し、それによって国家意思の内容を規定する。」この自由主義的で非介入的な「中
立的な国家」は、「社会及び文化政策に就いて例外が許容された場合でも」、諸々の憲法の
前提であった。（Position und Begriffe（以下、PB）,S.171-172） 
 併し、「国家と社会」「政府と人民」の対比が後退し、議会が国家の意思決定の中枢を担
う「立法国家」が完成するにつれて、事態は根本的に変化する。国家が「社会の自己組織」
となり、国家と社会の分離を前提とする概念や制度も自明ではなくなる為である。其処で
は「あらゆる社会的及び経済的問題は直接に国家の問題とな」り、「非介入という意味で無
限定の中立性を守り得るような領域はもはや存在しない。」（S.241-242） 
 この転換が最も顕著に生ずるのが経済問題であるが、それ以外の領域でも、従来自律的
であった領域は立法府による浸食とそれに対する防御という状況に在る。議会は今や自ら
の地位を確立すると同時に存立の前提をも否定する様になり、社会に対して遠慮なく介入
を行う。（S.243-246） 
 立法府ひいては国家の担い手は政党であるが、それは自由主義的な「固定的でない、恒
常的で永続的で徹底して組織された社会的複合体となっていない存在」ではなく、「固定的
で徹底して組織化された存在」に変性している。この種の政党が並立する状況から議会の
要諦である「討論」は生じ得ず、社会諸力の権力獲得と、獲得された権力の放縦な利用の
場となる。（S.246-248） 
 この種の多元的な組織の台頭は、最終的には「国家と憲法」ではなく「社会的諸組織に
対する、国家の多元性をもたらす構造物に対する忠誠」をもたらす。この「忠誠の多元性」
によって国家の統一性は脆弱化し、「憲法の尊重が破壊され、憲法の土台が不確実で、様々
な側から争われる領野に変貌する」。（S.250） 
 以上の如く、本論文は「全体国家」を、自由主義的な理念に基づく国家が立法府の台頭
と共に変性した像として描く。国家と社会の分離という前提が崩壊した結果、国家は社会
の諸領域に大幅に介入を行い、然も立法府の担い手たる政党は堅固に組織化されている為
に相互の妥協・討論が不可能となり、国家や憲法への忠誠すら危殆に瀕する。斯様なネガ
ティブな像は、「量的全体国家」に対応していると言い得る。 
 
第二款 「量的全体国家」論の淵源と展開 
第一項 量的全体国家論の淵源 
 以上の如き「全体国家」の元となるべき像は、WzTS 以前の著作に於て既に示されてき
た者である。 
 例えば 1930 年公表の「論文国家の内政上の中立性の問題」（以下、IN）では、簡潔にで
はあるが、ドイツの国家構造の問題が「国家の意思が、脆弱で、時々に応じて転換する、
あらゆる観点で異質な多数の政党から成る議会多数派に割り当てられる」「脆弱な政党‐連
合‐国家」にあると主張されている。（VA,S.45） 
 又、同年公表の論文「国家倫理と多元的国家」（以下、SE）では、多元的国家論に就き、
「社会的諸力との妥協」により国家が「弱められ、相対化され、否そもそも問題的なもの
とされる」状況、国家が「せいぜい中立的で調停を行う権力、中立的な媒介者」にしか見
えず、「あらゆる権威的な決定を放棄し、社会的・経済的・宗教的諸対立を支配することを
完全に放棄した仲裁者でしかない」状況に対応する者と評する。（PB,S.154） 
 斯様に、国家の担い手が時々の政党（の連合）となっていると評する点、或いは国家を
諸団体の調停者の如く考える多元的国家論が現実性を帯びていると評する点に於て、国家
の脆弱化という先の問題関心は明確化していたと言いうる。 
 
第二項 「量的全体国家」論の展開 1：『憲法の番人』 
 WzTS の大部分を収録している 1931 年の『憲法の番人』（以下、HV）では、議会及び政
党に関する論述が拡充されている。即ち、「自由主義的な立憲国家」の政党は、「自由な宣
伝に基づく」固定的でない集団であり、その宣伝は「社会的・経済的に自由な、精神的・
知的に自立した、自分で判断する能力のある人間による自由な説得」を核心とする。併し、
現代の政党は固定的で、文化活動から実力組織に至るまで自前の組織を保有しており、支
持者の生活を全面的に把握する組織へと変貌している。（HV,S.83-84） 
 民主制国家に於て政党は過度に固定化されてはならず、議会は「政党利己主義」を「政
党を超えた国政上の意思」へと移行させる組織たるべきである。併し、ドイツの諸政党は
過度に固定化し、議会は相互に異質な政党の「多元的な分配の舞台」となっており、個々
の政党はその権力をその「権力保有の道具や保障の手段として」利用する（HV,S.88-89）。
そして、こうした変化は、既に WzTS に就き見た様な、忠誠の対象が国家から諸団体に移
行する事態、そして諸団体の基盤を成す国家や憲法の存立をも脅かす危険をもたらす。「憲
法に対する尊敬は崩壊し、憲法という規範は不確実で、多方面から簒奪される領域へと変
化する」。（HV,S.90） 
 斯様な叙述は、前章で検討した GL や G に見られた政党の変性に関する論述と方向性を
同じくする。併し政党の変性に関する分析や、国家の意思決定が政党により阻害される状
況が明確に批判されている点で、より詳細かつ切迫した様相を呈している。 
 
第三項 「量的全体国家」論の展開 2：「構成的憲法問題」 
 斯様な「量的全体国家」論が 1933 年の二論文に近い形で凝縮されるのが、1932 年の講
演「構成的憲法問題」（以下、KVP）である。この中でシュミットは、WRV の規定する統
治機構が悉く本来のありかたから逸脱していると評する。「非現実的なまでに相異なる」諸
政党の間で、全く異なる世界観・国家形態・経済体制をめぐって決定が為される事になり、
「長期的視野に立った積極的なプログラム」が策定し得ない。（SGN,S.56f.） 
 同講演では、具体的にはライヒ参議院及びゲマインデ自治の機能不全が指摘され、ライ
ヒ大統領の権力が救済策として強調される。シュミットはこうした状況を端的に、「私達が
有するのは、多数の政党によって［…］媒介せられ、分裂せられた全体的な社会である」
と表現する 。 
 
第四項 小括 
 WzTS を端緒とする一連の「量的全体国家」論から判明するのは、1930 年代のシュミッ
トにとって最重要の問題が、諸政党とそれに連なる社会集団が隆盛し、国家の諸機関・諸
制度を自己利益の為に縦横に利用する事態だった事である。諸個人は社会集団によってそ
の生活を包括的に掌握されており、その組織化は政党に於て頂点に達する。政党は本来あ
るべき姿とは異なる堅固な集団と化しており、諸個人を動員しながら相互に非妥協的に対
立し、議会の意思決定を困難なものとしながら、一方で現有する権力を最大限に活用して
自己利益の実現に邁進する存在となっていた。然も、こうした現象は議会のみならず、地
方自治や連邦制の領域にまで及んでおり、諸政党の放縦な行動の結果として、本来各政党
にとって権力の基盤であるはずの憲法すら目的達成の為の道具に堕している。政党の硬直
化を一因とする議会の機能不全じたいは、GL や G で指摘されていたが、この時期にはより
広範かつ深刻なものとして捉えられている。 
そこで次に問題となるのは、理論的なレベルに於いて、シュミットが現状たる「量的全
体国家」を打開する為に、如何なる構想を練り上げたのかである。 
 
第三節 対抗理念としての「全体国家」：「質的全体国家」論に関する検討 
 所謂「質的全体国家」論は、自身の権力の確立に必要な手段を掌握し、内部に自身に敵
対的な勢力の台頭を許さない、その意味で「政治的なもの」を独占する国家を志向する。
国家は、須くこの意味での「全体国家」である。本節ではこの、如上の「量的全体国家」
に抗する国家観が如何にして形成されたのか、を追跡する。 
 
第一款 「政党連合国家」とその「対重」：「国家の内政上の中立性という問題」 
 前節でも取上げた IN では、「脆弱な政党連合国家」という状況に対して、中立的な「政
党国家の諸力から独立な政治が要求され」ており、現に「中立的な対重」が備わっている
と主張される。「単に政党国家でしかないような国家などあり得」ず、「純粋に党派的な諸
力の外に、常に非党派的で、超党派的な諸力が存在せねばならない」。（VA,S.45f.）尤も、
具体的に如何なる「諸力」がこの役割を担うのか、に就き同論文は述べる処が無い。 
 
第二款 国家の任務・「正常な状況」：「国家倫理と多元的国家」 
 同じく既に取上げた SE では、政党やその外の集団に対する国家の存在意義が、より積極
的かつ詳細に論じられる。即ち、「国家の役割は、道徳的・法的規範がはじめてそこで妥当
し得る所の具体的な状況を想定する所に存在する」。国家は、凡そ規範が妥当する前提たる
「正常な状況」を創出する（PB,S.155）。然も、「経験的個人にとって、強力な国家が保障
し得る以上の自由の領域は外に無い」（PB,S.157） 
 又、「政治的なものは統一性の強度を示すものに過ぎ」ず、「政治的な統一性は様々な内
容を有し、自らの内に包摂し得る」と指摘される（PB,S.159）。「政治的単位」が「最高次
の単位」であるのは、「それが決定を下し、自身の内部で対立する全ての諸集団が敵対の極
致にまで（つまり内戦にまで）分裂することを阻止し得るからである。」（PB,S.160） 
 斯様な論述に拠れば、SE は、諸個人が国家に対するのと同時に他の諸団体に対する忠誠
の関係に立ち、然も国家に対する忠誠が他に対して必ずしも優位しない事態に抗して、あ
くまで国家という単位が不可欠の重要性を有する事を弁証した著作と特徴づけられる。 
 又、特に国家の任務を社会集団の闘争とりわけ内戦の抑止に求める事との関連では、こ
の時期のシュミットは、国家以外による秩序の形成・維持機能に期待しておらず、それだ
けに何としても十分な「強度」を持たねばならない、と考えていたと思料される。 
斯様に、SE は IN よりも一般的に、諸個人の忠誠の対象が国家から社会諸団体へと多元
化している状況と、それを理論的に支持する多元的国家論に対して、国家の地位を擁護し
ている点が注目される 。 
 
第三款 友・敵区別と「内戦」の抑止：1932 年版『政治的なものの概念』 
 斯様に諸勢力の対立を超越し、更にその対立の昂進を抑止すべきものとしての国家、と
いう構想は BP1932 で一層凝縮される。 
「政治的なもの」の概念に就ては、SE 等の言明を踏襲して、「固有の新たな事項領域」
ではなく、友と敵の「最強度の結合と分裂」と規定される。「政治的な敵」とは、「事前に
定められた一般的規範」によっても、何らかの第三者によっても判定され得ない紛争の相
手になり得る者を意味する。（BP1963,S.27；1963 年の復刻版での頁数を以表記する為、
BP1963 と略記する）。「あらゆる具体的な対立は、それが最も極端な地点、友‐敵の結集、
に近づく程、政治的」となる（BP1963,S.30）。 
 又、SE と同様、「正常な国家の任務」は、「国家とその領域の内部に完全な平和を招来し」、
「平穏、安全そして秩序」をもたらし、「法規範そのものが妥当し得るための前提となる正
常な状況」を創出する点にある（BP1963,S.46）。 
 更に、「敵」の概念をめぐっては、戦争のみならず「内政上の」諸勢力の対立が極度に達
した場合、即ち「内戦」の問題が取り上げられ（BP1963,S.32）、国家の任務に就ても「危
機的状況に於て」「内なる敵」を規定する事が明示される。斯様に 1927 年版とは異なり、
国内に於ける「政治的なもの」の問題、内戦の抑止という観点が前景化している。 
前款までに取上げた著作と併せるならば、「質的全体国家」の要諦は、内戦を抑止し「正
常な状況」を創出する任務を十全に果たす国家を論ずる処にあり、社会諸勢力の抑制、技
術的手段の独占はその為の重要な方策と位置付けられる。 
 
第四款 「技術」の独占という責務：「構成的憲法問題」「強い国家と健全な経済」 
 残された問題は、以上の如き「全体国家」論、就中「質的全体国家」論と「技術」の問
題が如何に連関しているのか、である。本款では 1932 年の二つの講演、KVP 及び「強い
国家と健全な経済」（以下、SSGW）を手がかりとして分析する。 
1） KVP に拠れば、現代の国家は全て、「成長しつつある技術的な権力手段を至る所で手
中に収めている」。最も脆弱な国家ですら「現代技術が提供された結果として非常に強力に
なっており」、このことは「非武装化された」ドイツに就いても言える。 
特に表現媒体に就ては、「大衆感化」「大衆示唆」の技術である放送や現代の映画は、「必
ずしも国家の手中に収められる訳ではないとしても、確実にその統制の下に置かれねばな
らない」。又、「自由主義的な国家で「意見形成」に対して強力な統制を実際に行使しない
ものは存在しない。」放送をプレスと同様に扱う事は許されず、「プレスに於て極右であれ
極左であれ全く関係なく表現することが許されるのと同様に」映画を利用させる事も許さ
れない。（Staat Grossraum Nomos（以下、SGN）,S.58f.） 
2） SSGW に拠れば、「全ての国家は、政治的支配のために使用すべき権力手段を我が物
にしようと努める。」「全ての国家は、新たな武器を手中に収めることを強いられる。その
ための力も気概も有さないとすれば、他の勢力や組織がそれを手中に収めるであろう」し、
その場合には後者が新たに「国家」となる。「この意味での全体国家は、同時に格別に強力
な国家であ」り、「先ず以て新たな権力手段を専ら国家に属させ、その権力の向上に奉仕さ
せる」。 
表現媒体に就ては、ドイツではなお「窮めて広範なプレスの自由」が認められているが、
「映画や放送といった新たな技術的手段に就ては、全ての国家がその手中に収めねばなら
ない。自由主義的な国家で、映画部門や放送部門に対して少なくとも強力な検閲や統制を
要求しないようなものなど存在しない。新たな大衆支配、大衆示唆、公論形成の手段を対
立者に委ねるような事を行う国家などあり得ない。全体国家という定式の背後には、今日
の国家がかつてなく強力な予想外の新たな権力手段と可能性を有している、という正しい
認識が存在する。」（SGN,S.73-74） 
 以上の二講演は、「量的全体国家」化の進行によって憲法上の諸機関・諸制度が機能不全
に陥っていく状況に抗して、合法的な手段を駆使して自身の存立を保持すべきである、と
の方針に貫かれている。本稿にとって重要となるのは、従来の「全体国家」論を踏襲しな
がら、そこに技術の統制・独占という要素を導入した点である。即ち、何れの国家機関に
従来の意思決定過程の機能不全の克服を委ねるか、というだけでなく、如何なる措置によ
って社会諸勢力による国家機能の簒奪・妨害を抑止すべきか、という観点からも考察が為
され、方策の一つとして、技術（映画・放送を含む）の統制・独占を行う事により、特に
反体制的な勢力による放縦な利用を阻止するという回答が提示されている。これは、WE 及
び MP と其処に於ける映画検閲論と接する議論である。 
 
第五款 小括 
 以上に検討してきた一連の「質的全体国家」論は、次の如く要約しうる。即ち、VL 以降
のシュミットの問題関心は、国家が社会諸集団、就中政党間の非妥協的な対立によって活
動能力を喪失し、統一性を脅かされつつあり、又国家の意思決定が党派的利益を超え出る
ものとならない状況に対して、如何に対処するかという方向へと傾斜する。「全体国家」と
いう表現は、当初は以上の如き状況を縮約したものであったが（「量的全体国家」）、これに
対して提起される構想が、「質的全体国家」の名で呼ばれる者である。その最重要の課題は、
諸集団の対立が「政治的なもの」、内戦に至る事を阻止する事にあり、その達成に必要な強
度を確保する為に、（著名な WRV 第 48 条等を梃子とするライヒ大統領の権限の重視と並
んで）発達した様々の技術を統制・独占し、他の諸勢力の放縦な利用を許さない事が要請
される。映画検閲や放送の独占は、その一例である。 
 
第四節 「技術」の独占と「意見形成」の変性 
第一款 予備的検討 
 本節の課題は、テクスト B に於ける映画・放送の位置付けとそれがテクスト A での位置
付・枠組との間で孕む相違・断絶の要因を解明する事である。 
 先ず、問題を詳述する。テクスト B では、映画と放送は「意見形成」の手段とされてい
るが、「意見形成」の手段に対して検閲・独占という措置を採るべきとの主張は、意見表明
の自由との関係では緊張関係を孕んでいる。即ち、VL の段階では「意見」形成と「大衆感
化」は相互に排斥し合う範疇であった。テクスト A で映画は後者に属する者であったが、
テクスト B では前者の位置付けを与えられている。然も、テクスト A の枠組では「意見形
成」は市民的法治国の秩序に於て一定の意義を承認されていたが、テクスト B ではその枠
組を逸脱する検閲・独占が、「意見形成」じたいに対して承認・要請されている。以上の如
く、テクスト A・B 双方では映画と「意見形成」との関係が変化しており、のみならず「意
見形成」に対する態度じたいが変化しているかに見える。若し変化が生じているとすれば
如何なる者であり、それが如何なる背景に因るのか、を分析する事が此処での課題となる。 
 この点に就き、WE の記述からは次の如き手がかりが得られる。即ち、此処では映画と放
送に就き「大衆感化」「大衆示唆」「集合的な意見形成」なる表現が為されているが、プレ
スに就ても、その実態は「政党の煽動」「宣伝による大衆の説得」だと論じられている。表
現に着目すれば、シュミットはこの段階で、最早プレスと映画・放送の間には大きな差異
は存せず、何れも「討論」からかけ離れた者と考えていた可能性がある。又、特に「集合
的な意見形成」という表現は「「公[論]」の、より正確に言えば集合的な意見形成」という
表現の一部であるが、厳密に捉えるならば、「集合的な意見」と「公の意見＝公論」とは異
なるカテゴリと理解し得る。故に、映画・放送そしてプレスによって形成される「意見」
は、もはや「孤立せる個人」の意見とも「討論」から形成される「公論」とも異質の、謂
わば双方の中間に位置する人的集合の「意見」を意味すると考えられる。 
 VL から、以上の WE の記述に至る過程で如何なる変化が起こり、それは如何なる事情に
因るのか、に就き以下では分析を行う。 
 
第二款 「意見表明の自由」の変性：「プレスと公論」 
 1929 年のドイツ社会学者大会は「プレスと公論」を主題として掲げて開催されたが、討
論の席上でシュミットはこの問題に就きまとまった発言を行っている。 
これに拠れば、現在では「意見」の概念は旧来の意味を喪失し、「意見と反対意見」では
なく「宣伝、暗示、煽動」等が台頭しつつある。「プレスの自由」も、抑々特定の技術と自
由とが結合した必ずしも自明の概念ではないが、それでも旧来は国家権力との闘争の中で
通用してきた。併し現在では、技術の発達によって大量生産が可能となり、従来の如き自
由との連関が維持されているかは疑わしい。加えて、放送という新規の媒体には自由では
なく「独占」が対応しており、これは当然の事とされている。放送の有する強大な影響力
が特定の集団によって掌握された場合に生ずる問題の重大性が、その理由とされている。
（S.57f.；以下、同大会の発言に就ては Schriften der deutschen Gesellschaft für 
Soziologie,Bd.VIII,1930 の頁数のみを示す） 
 放送をめぐっては「中立性」という語が使用されるが、「党派的な中立性」という意味で
も、全ての党派に対する「同権」という意味でも、又技術そのものから個々の人間や集団
を超えた「客観性」が生ずるという「楽観論」の意味でも、その表現は適切ではない。技
術じたいから「客観性」が生ずる事など無く、寧ろ「誰がその未曾有の技術的手段を手中
に収めるのか」が問題となる。（S.58f.） 
 斯様な発言から、1929 年の時点で既に、シュミットの中では、意見表明の自由・プレス
の自由が旧来の理念から変質している事、及び、放送という新たな媒体に関して国家の独
占が不可欠である事、が既に見解として確立していたと推測される。然も、双方の見解の
背後には「技術」の問題への関心が控えている。プレスの自由を変性させたのが技術の発
達だとすれば、放送が国家の独占を要請するのも、また該技術の有する「強大な力」故で
ある。 
 
第三款 「プレス」の「自由」：「自由権と制度体保障」 
 本款からは、前款で取上げた発言のうち、特に技術に対する問題関心を掘り下げる作業
を行う。先ず、具体的な問題として、古典的な意見表明の手段たるプレスの自由が自明性
を失い、その性質じたいが変性したという言明に就き検討を行う。その際に手掛かりとな
るのが、1931 年に公表された論文「自由権と制度体保障」（以下、FRIG）である。 
プレスの自由に関する論述が登場するのは、同論文の第 5 章、所謂「補充的及び連結的
保障」に関して論じた箇所である。この「保障」は、「一般的で平等な自由権」のみが本来
の基本権である市民的法治国に於て、立法者・立法府に対する信頼が失われると、「自由権
そのものの一般的な保障だけで十分」ではなくなり、自由をより確実に保障する為に他の
「保護規範や保護制度を保障する」者を指す。斯様な「保障」は「憲法理論上の問題に関
する明確な意識」が失われた事を背景としており、それが憲法典に非体系的に編入され、
あまつさえ本来の基本権より強力となる場合すら在り得る。（VA,S.168f.） 
 こうした「保障」の一例として挙げられるのが、プレスの自由である。意見表明の自由
がプレスという「特定の手段と結合」される事で、事実上「無制限の意見表明の自由は無
制限のプレスの自由となり得る」が、双方は決して同一ではない。プレスは営業の一種で
あり、然も他の手段より優越的な自由を享受する（意見を含まない事実の伝達までもが同
等に保護される）事によって「特権化」する。 
 併し、WRV の下でプレスの自由は憲法上の効力を有さず、1874 年のプレス法に根拠を
有するに過ぎない、従って事後の法律で制約を課し得る「基本権」でしかない。斯様な状
況が生ずる背景には、プレスの自由が「他の数多くの利益を保障していることが忘却され、
又は必要なものとして受け取られていない」という事情が存する。（VA,S.169-170） 
 此処でも、プレスの自由に就ては特定の技術との結合が強調される。然もその歴史的経
緯や「固有の発展法則」からしてプレスの自由は「特権化」し、一般の意見表明の自由と
対峙するとの見通しが示される。此処では、VL の如き、意見表明の自由の行使に伴う「社
会的なもの」と「政治的なもの」の対比といった思考は見られず、代わってプレスという
「特定の技術」と「特権化」の問題が専ら追及されている。然も、実際にはプレスの自由
は手厚い保護を受けている訳ではなく、法律によって保護された基本権と化しているので
あって、この傾向には、プレスの自由に付帯する諸々の利益や、該自由の「基本思想」に
対する無理解が影響を及ぼしているという。 
 前款の議論と関連させるならば、プレスの自由が、機械により大量生産された印刷物、
然もその内容が必ずしも「討論」の観念に合致しない者にまで保障されるとすれば、他の
媒体による「討論」の観念に立脚した意見表明に比して、より強度の影響力を有する事は
容易に想到し得る。「宣伝」的な内容の印刷物が、「討論」を圧倒して影響力を行使してい
く事態は、その具体的な内容や政治的傾向を措くとしても、伝統的な意見表明の自由と対
立する可能性を孕んでいる。プレスの自由の特権化とそれに因る意見表明の自由との対立
の様相は、斯様なものと解し得る。 
 それでは、プレスの自由の保障が低減し「根本思想」が忘却される事態は、如何なる様
相で現れているのか。シュミット自身はこの点に就き必ずしも十分に敷衍していない。尤
も、1930 年代にプレスの自由を高度に制約する緊急命令が立て続けに発せられていた事実
に徴すれば、緊急命令による制約が市民的法治国に於いてプレスの自由が有する価値（根
本思想）を顧慮していない事に対する批判、或いは、左様な制約を以て対応せねばならな
い程の過激な印刷物が流布する事態が、プレスの自由の本来の理念（根本思想）に反して
いるとの批判、として解釈する事は可能である。 
 何れにせよ、プレスの自由の変性をめぐるシュミットの議論が、プレスの自由が本来の
意義を喪失して映画・放送と同じ「宣伝、暗示、煽動」の媒体と化している事態、プレス
に於ける技術的発達と大量生産が「討論」としての性格を失わしめた事態、を踏まえて展
開されていたと理解される。 
 
第四款 国家にとっての「技術」の問題性 
第一項 「中立化と脱政治化の時代」 
 本款ではシュミットの「技術」一般に関する問題関心を検討する。WRV 期の著作のうち
技術の問題に就きまとまった見通しを与えるのが、1929 年の講演「中立化と脱政治化の時
代」（以下、ZN）である。 
同講演に拠れば、ヨーロッパの歴史は苛烈な闘争が展開される「中心領域」が神学→形
而上学→道徳→経済という順序で推移してきた者として整理されるが、此処に問題となる
のはその終盤に位置する 19 世紀以降の展開である。19 世紀の経済をめぐる苛烈な闘争を経
て、20 世紀の中心領域は「技術」へと以降した。併しこの時代は、技術に「絶対的かつ終
局的な中立性の基盤」が存するとの信念を生み出した点で他の時代と異なっている。「放送
や郵便」の如く「万人に仕える」事、「明快な解」が存在する事から技術は「一般的な和解
の基盤」と見なされがちである。（BP1963,S.89f.） 
併し、技術の有する中立性は何者にも奉仕するという意味での中立性に過ぎず、それが
直ちに平和や進歩をもたらす訳ではないし、「文化的な進歩」、「精神的指導者の型」、「特定
の政治システム」がそこから帰結されるようなものでもない。印刷術はプレスの自由をも
たらし、「個人主義的」な役割を果たしたが、現代の発明は「かつてない大衆支配の手段」
であり、「放送には独占が、映画には映画検閲が必須の要素となる」。それらは「革命的な
ものでも反動的なものでもあり得、自由にも抑圧にも奉仕し得る（BP1963,S.91）。 
 技術の発達は今や「精神的無」、「文化一般」の捨象をもたらしており、同時に、「くまな
き技術化から創出された白紙状態から現れた新たな階級及び大衆への不安」、「文化的及び
社会的な無の奈落から生じてくる、伝統的な教養や伝統的な趣味とは無縁な、それに敵対
的ですらある大衆」に対する不安が生じる。（BP1963,S.92f.）技術の時代たる 20 世紀の「究
極的な意味」は、如何なる政治勢力が新たな技術を掌握し、「固有の友と敵への結集を新た
な基盤の上に築くのか、が明らかとなってはじめて判明する。」（BP1963,S.94） 
 要するに、シュミットは技術の有する「中立性」を平和や進歩と直結させる論調に反駁
し、寧ろ万人に奉仕し得る技術を何者が掌握するのか、を重要問題とする。プレスは、確
かに当初は自由に奉仕するものと考えられていたが、技術の発展によって「大衆支配の道
具」になっている。映画と放送に関しては検閲と独占が必須となる。 
特に重要なのは、こうした見方が「技術」、それもシュミットの生きた時代に於ける発達
した技術が特定の文化や政治的傾向と結びついている訳ではない、という警戒心に裏打ち
されている点である。更に、技術化から生じる「伝統的な教養や伝統的な趣味とは無縁な、
それに敵対的ですらある大衆」に対する不安が率直に表明される。技術や、それを国家が
無策のまま放置する事がシュミットの警戒感を喚起する理由の一端は、この「不安」に現
れていると考えられる。 
 
第二項 「技術」の問題と表現媒体の連関 
表現媒体を含む「技術」の発達に対する不安と「大衆」に対する不安、この二つの不安
を結びつける手掛りは、VL の中に見出される。前章でも検討対象とした、VL 第 18 章の一
節である。 
 再述すれば、民主制は「公論の支配」であり、然も公論は「「組織されないまま」成立し、
かつ存立する」者であって、官職やその職責には還元され得ない。併し「諸政党、雄弁家、
デマゴーグ」、「プレス、映画そして他の大衆の心理的操作の手法」が、常に「不可視で無
責任な社会的諸力が公論や国民の意思を操縦する危険が存在する。」この危険は、「民主的
な同質性」が維持され、国民が「政治的意識」を有している、即ち「友と敵とを区別し得
る」限り重大ではないが、それが欠ければ「いかなる組織もいかなる法律上の規範も役に
立たない。」（VL,S.247） 
 本章での検討にとっては、民主制という国家形相を支える「公論」が、「社会的諸力」に
よって操縦される危険を指摘している点である。然も政党だけでなく、映画、更にはプレ
スまでもが「心理的操作」の手段としてノミネートされている事が重要である。ZN との関
係では、技術と大衆に対する不安は、後者が前者によって操縦され、特定の社会勢力の意
向に従属せしめられる不安、更には大衆の操縦を試みる諸勢力を活発化させる事への不安
をも意味していたと考え得る。VL の枠組では、事柄は民主制という国家形相を左右する問
題であり、それがまさに「政治的なもの」と関わる領域であるとすれば、「討論」の原理の
衰退よりも重大である。 
 勿論、「民主的な同質性」を該国家が保持していれば、該問題はさほど深刻ではない。併
し、「民主的な同質性」が国民自ら友・敵の区別を為し得る程度に一体性を有する事を意味
していた事を踏まえると、ZN やテクスト B の段階でこの条件が満たされていたか否かは疑
問である。VL 以降のシュミットの著作は、各領域で、然も架橋不能なまでに分裂したドイ
ツ国民の様相を論じて来た面を有する。諸政党の組織化と非妥協的な対立、諸個人の動員
と全生活の把握、それに由来する意思決定の機能不全、1930 年代の国情の著しい悪化、等
を踏まえて、「全体国家」論により現状を批判し、且つその克服を主張し続けたシュミット
にとって、「民主的な同質性」は最早所与のものではなかったと考えられる。 
 要するに、シュミットにとって当時の状況は、大衆が技術的手段によって操作され、ま
た操作を見境なく行おうとする勢力が跳梁するという者であり、堅固に組織され、自己の
利益の実現だけを追及し「公論」を攪乱する諸集団が、映画を含む技術的手段を放縦に利
用して、諸個人の思考を支配していくという者であった。「技術」による「大衆」の操縦が
国家の存立を脅かすものであればこそ、「技術」を国家が放置することは許されないのであ
って、然も映画だけでなくプレスもまた「技術」の中に取り込まれている、というのがシ
ュミットの判断であったと考えられる。 
 
第五節 小括 
 以上の検討の結果は、次のように要約し得る。 
 テクスト B の主張は、国家がその存立を維持する為には発達した技術を自らの手中に収
め、他の社会諸勢力による放縦な利用を阻止せねばならず、その一環として映画には検閲
を行うことが必要になるというものであり、その論調はテクスト A よりも切迫していた。 
 斯様な主張は当時のドイツが置かれていた状況と、シュミットが国家の国家たる条件と
の対比を淵源としていた。当時のドイツはシュミットの言う「民主的な同質性」が危ぶま
れる分裂状態にあり、（市民的法治国の問題以前に）国家の存立自体が危ぶまれる状況だっ
た。具体的には、堅固な組織と思想体系を擁する政党が、議会では自身の利益実現を目指
して非妥協的に対立し、意思決定を麻痺状態に追い込み、一方では諸個人を様々な組織を
通して生活全体において把握していた。然も政党は選挙で得られた地位を利用して国家機
関や諸制度を自身の利益のために縦横に利用し、憲法に対する忠誠をも脅かしていた。 
 これに対して、シュミットは、自身のうちに友・敵の区別の能力を独占し、内部の諸勢
力や諸集団の間での対立が実力による闘争＝内戦にまで昂進する事態や、国家の活動を阻
害する勢力の台頭を阻止する能力を有する国家であった。そのために国家が果たさねばな
らない課題の一つが、映画検閲を含む技術的手段の独占であった。技術に対して国家が斯
様に強硬な態度に出なければ、技術（を利用する諸勢力）が「大衆」を操縦し、強大化す
る危険がある。 
特に映画や放送に関しては、発達した「意見形成」「大衆感化」の手段が諸勢力によって
利用され、国民としての「同質性」を喪失した諸個人の分裂を昂進させる、という懸念が
存在した。社会諸集団・諸団体の台頭によって、個人が国家よりも団体・組織に忠誠を抱
きつつある状況に於て、この問題は深刻である。WRV 末期の反体制勢力の議会での台頭や
頻繁な実力衝突は、この懸念が現実化したものと言える。映画検閲をめぐっては、検閲を
免れているプレスとの対比がしばしば為されたが、後者も大量生産された印刷物による宣
伝・暗示・煽動の手段に変化しており、プレスと映画・放送の区別は実際には疑わしい。 
要するに、1933 年の二論文に於ける映画検閲論は、ドイツの国家としての存立が社会諸
勢力の台頭と対立によって危殆に瀕する状況に於て、映画・放送という強大な影響力を有
する媒体が放縦に利用されれば国内の諸勢力の分裂を内戦という耐え難い段階にまで昂進
させかねない、という危機感に対して、状況を打開しようとするシュミットの対応策の一
つであった、と解釈される。 
 
 
第五章 設問への回答 
章序 
 本章では第二章ないし第四章の検討を基に、第一章で設定した設問に対する総合的な回
答を試みる。 
 第一章で設定された設問は、シュミットが WRV 期に展開した映画検閲論に就て、その背
後に如何なる論拠・理路が存在したのか、を分析する事であった。本稿は此処までに、第
二帝政期から WRV 期までの議会及び学説を概観した後、シュミットの叙述を 1928 年と
1933 年の二段階に区別して分析した。 
 以下では特に、第三章及び第四章で得られた成果を略述した後、双方に於ける議論の異
同を検討し、更に当時の言説全体の中に位置づける。 
 
第一節 検討の結果 
1） テクスト A＝1928 年の時点で映画検閲を容認した論拠は、第一に、映画という表現
媒体が意見表明自由やその背後に存する「討論」の理念に適合する媒体ではなく、第二に、
映画の「大衆感化」作用が「政治的なもの」の領域に達し、基本権としての保障を逸脱す
る危険を有する、点に存した。 
 このうち特に第一点に就ては、「討論」の原理が、独立した主体による相互に妥協の用意
を持った意見の交換、相対的な「真理」への到達、を志向するのに対して、映画はこれと
異質な「大衆感化」「大衆示唆」の手段、つまり合理的な判断に訴えかけるのではなく、一
方的にメッセージ伝達する手段であった。このことは、市民的法治国や自由主義（の凋落）
に関するシュミットの観察とも連関している。 
2） テクスト B＝1933 年の時点で映画検閲を容認、というよりも必須のものとして要請
させた論拠は、政党等の諸勢力が映画を利用し「大衆感化」を行う事により、各集団・勢
力が諸個人を動員して勢力を増大させ、且つ相互の対立を激化させ、最終的には実力によ
る衝突にまで昂進する事を抑止する必要性であった。当時のシュミットにとって、組織化
され相互に非妥協的に対立する諸政党が、国民の生活を夫々に徹底して掌握し、各国家機
関では意思決定を麻痺させるだけの役割を演じていた事態は、民主制国家の存立じたいを
脅かす深刻な者であって、映画検閲はこの危機を打開する為の一つの手段として位置づけ
られていた。 
3） 両段階に於けるシュミットの映画検閲論は、前者が市民的法治国の枠組に照らしてそ
れにとって異物であるという観点が中心であったのに対して、後者ではより根本的に、国
家秩序にとって有する危険性という観点が前景化する。尤も、シュミットの憲法理論が中
間団体、社会諸勢力の台頭に対して一貫して批判的な態度、又は警戒心を表明していた事
に鑑みれば、一般的な問題関心が謂わば映画という個別の問題に適用されたという点では
共通している。 
 併し、双方の議論を併せて単純に「中間団体への警戒」という主題に回収する事も適切
ではない。テクスト A の議論があくまで市民的法治国の理論の枠内で映画の有する（負の）
意味を検討するのに対して、テクスト B の議論は民主制国家、或るいは国家そのものの存
立との関係で映画が果たす（同じく負の）意味が検討されている。シュミットの憲法理論
にとって、市民的法治国が民主制という特定の国家形態を前提としてのみ有意味なもので
あるとすれば、後者の問題はより深刻かつ原理的な者となる。テクスト B の段階の論調が、
テクスト A のそれに比して切迫したものとなっている事も、この点から説明される。 
 
第二節 同時代への位置付け 
1） シュミット以外の主体による映画検閲論との関係では、先ずテクスト A の段階では、
ライヒ議会が単に映画部門を抑圧するのではなく、青少年を含む国民の娯楽・教育として
育成しようとの意見が多く提出され、1920 年代中盤になってようやく政治的宣伝としての
意味が認識された事が重要となる。シュミットはこれに対して、映画の教育・娯楽として
の積極的な側面を一顧だにしておらず、寧ろ国家秩序（を担う個人）にとって悪影響の相
しか見ていなかった。又、政治的宣伝の問題に就ては、特にソビエト映画による宣伝が問
題化されていた事との連関も考えられ、その限りでは同時代の論調に沿う者ではあるが、
併し基底にある関心は他の主体よりも先鋭化していた。 
 学説上は、Heller が「過渡期」に於ける映画検閲の必要性を肯定している点で共通性を
有するかに見えるが、その主眼は文面上は低俗作品に限定されており、映画全般に警戒感
を表明するシュミットとは関心の範囲が異なる。又、社会的不安定に対する対応という限
りでは、テクスト B の時期の関心と共通性を有する可能性も在るが、Heller とシュミット
とでは国家又は社会の統合を如何に行うべきかに関する構想、或いは関心の程度じたいに
懸隔が存する事から、この点も安易に同視し得ない。 
2） テクスト B の段階に就ては、ライヒ議会では第 4 選挙期以降、反体制勢力による映画
製作への警戒感が表明され、又該勢力自身が映画検閲制度に異議申立を行うに至り、学説
上も映画の有する心理的影響力にしばしば注目が為される点が重要となる。シュミットが
当該時期に映画による政治的宣伝への警戒感と検閲による対応の必要性を盛んに主張して
いた事に鑑みれば、この点でも同時代の言説との共通性は一応見受けられる。 
尤も、映画が強力な政治的宣伝の手段になり得るとして、それが如何なる論理に基づい
て、国家による検閲の必要性に結びつくのか、ライヒ議会や他の学説は必ずしも明確な理
路を示してはいない。シュミットのこの時期に於ける独自性は、一定程度共通認識となっ
ていた映画の有する政治的な危険性に就き、自身の公法学の枠組に従って詳細な理路を示
した（又はその見通しを得る事を可能にした）点に求められる。 
3） 要するに、WRV 期のシュミットの映画検閲論は、その問題関心に於ても、又結論に
於ても、当時の映画法制をめぐる言説とは決して懸け離れた者ではなかった。確かに、映
画の積極的な意義を一貫して無視していた事は例外的であるが、併し治安や政治的宣伝の
問題に就ては他の主体よりも明確な問題意識を早期から有しており、且つ、映画検閲とい
う所与の制度に対しては彫琢された説明を付与していたと評価し得る。 
 
 
終章 
 本稿が論ずべき課題と回答は前章までに尽きる。 
 以下では前章までに得られた成果を前提に、そこから得られる示唆に就て若干の見通し
を示す作業を行う。 
 
1． 
 第一に、本稿で扱った WRV 期の映画検閲をめぐる言説と、ボン基本法（以下、GG）の
下での映画法制との関係を概観する。 
 GG 第 5 条第 1 項は意見表明の自由の他に、映画による「報道」の自由を規定しており、
且つ留保なしの検閲禁止を定めている。 
 制定過程では、ヘレンキームゼー草案が留保なしの検閲禁止を含んでいたが、議会評議
会の審議では映画検閲を維持すべきであるとの意見が多数表明されている。その論拠は映
画産業の経済的利益の保護、及び青少年保護に求められており、その限りでは WRV 期の（シ
ュミット以外の、ではあるが）言説を継承している。 
 又、GG の逐条解説も、主に 1950 年代のものには映画検閲やそれに類似する事前審査制
度を容認する記述が見受けられたが、1960 年代以降の著作や改訂版ではこの種の記述は消
滅する。映画検閲の是非を論ずる際に、論拠としては、例えば GG 第 5 条の文言（「報道」
の自由）の如く形式的な者と、映画が「公論形成」に対して有する影響力の如く実質的な
者とが存在している。併し何れにせよ、法文であれば何故「報道」の自由に限定されたの
か、又「公論形成」との関係では映画が国家、政治社会に対して如何なる作用を与えるの
か、に就て然程詰めた議論は為されていないように見られる。（尚、「公論形成」への寄与
という点は、寧ろ映画による表現に対する保障を拡充する論拠としても援用される事があ
り、論拠としての機能は両義的である。） 
 GG 期の憲法学説は、以上の如く然程明確な理路を示す事なく映画検閲の可能性を排除し、
意見表明の自由や「報道」の自由に取り込もうとする意見が主流となる。更に、映画産業
をめぐる情勢の変化、特に映画助成法の制定により、学説は国家による規制のみならず助
成をも扱うべき事となる。 
 以上の如く、学説（及び実務）は、映画検閲やその背後に存在する「影響力」「大衆感化」
の問題に必ずしも明確な回答を与えていない。併し、このことは特に後者の諸問題が解決
された事を意味せず、寧ろ問題はその問題性を維持したまま、テレビやインターネットの
領域へと移動し、なお検討すべき課題として残されていると言い得る。 
 
2． 
 第二に、日本法との関係を概観する。 
 日本国憲法第 21 条第 2 項は留保・例外なしの検閲禁止を規定しており、学説・判例共に
映画検閲の可能性を承認する者は存在しない。映画に就ては抑々公権力によるフォーマル
な介入は存在せず、放送・インターネットも複雑・広範な制約を受けてはいるものの、検
閲と呼び得る規制は存在しない。このほか、厳密な意味で検閲と呼び得る法的措置は日本
の法制上存在しておらず、従ってシュミットの映画検閲論を日本の現行法の解釈論に直ち
に反映させる余地は乏しい。 
 尤も、「回答」ではなく「問題関心」の段階に遡るならば、表現の自由の解釈論を再検討
する手掛かりを得る事は不可能ではない。即ち、シュミットの映画検閲論は、雑駁に言え
ば、社会的分裂・対立が深刻化した状況に於て、それが国家秩序を揺るがす程度にまで昂
進する事を如何に抑止するのか、という関心に根差していた。そして、映画の有する強い
影響力がこの問題に負の作用をもたらす、という見地から映画検閲を容認し、要請したと
いうのがシュミットの回答の一であり、然もその理路が他の論者より緻密に追跡し得る点
にその言説の特質が在る。 
 現在の日本でも、各種表現の法的規制に際して、当該表現の影響力がその正当化根拠と
してしばしば援用されるが、その影響力が具体的に如何なる事態を惹起し、それが如何な
る法益侵害をもたらすのか、等に就て詳細な検討が見受けられない事例は少なくない。今
後も又、同種の論拠による正当化が試みられる事も十分に考えられる。 
 斯様な状況に鑑みるならば、現行の、立案中の、又は将来の法的規制を批判的に検討す
る際に、表現媒体の影響力という周知の論拠を、そこで停止するのではなく、理論的に詳
細に跡付けた実例として、シュミットの映画検閲論は、その着想に於ても姿勢に於ても、
決して無意味な者ではない。 
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